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第
１
令
和
４
年
度
決
算
の
状
況

ⅠⅠ
概概

要要

令
和
４
年
度
の
県
政
運
営
で
は
、「
命
」、
「
成
長
」、
「
安
心
」
を
キ
ー
ワ
ー
ド
に
、
新
型
コ
ロ
ナ
の
ま
ん
延
や
大
雨
・
豪

雨
災
害
な
ど
か
ら
県
民
の
皆
さ
ん
の
命
と
生
活
を
守
り
、「
人
財
」
の
育
成
や
成
長
産
業
の
創
出
に
よ
り
、
福
岡
県
を
未
来

に
向
け
て
飛
躍
・
発
展
さ
せ
る
施
策
を
実
施
し
ま
し
た
。
ま
た
、
全
て
の
人
の
人
権
を
守
り
、
県
民
の
皆
さ
ん
が
笑
顔
で

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会
づ
く
り
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

併
せ
て
、
財
政
の
健
全
化
を
着
実
に
推
進
す
る
た
め
、「
財
政
改
革
プ
ラ
ン
２
０
２
２
」
を
策
定
し
、
事
務
事
業
の
見
直

し
、
財
政
収
入
の
確
保
に
努
め
、
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
に
対
応
し
な
が
ら
、
財
政
健
全
化
に
も
取
り
組
ん
だ
と
こ
ろ
で

す
。 以
下
、
令
和
４
年
度
決
算
の
内
容
に
つ
い
て
、
説
明
い
た
し
ま
す
。

ⅡⅡ
一一
般般
会会
計計

概概
要要

令
和
４
年
度
の
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入
２
兆

億
万
円
、
歳
出
２
兆

億
万
円
、
歳
入

歳
出
差
引
額
（
形
式
収
支
）
は

億
万
円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
歳
入
歳
出
差
引
額
の
中
に
は
、
翌

年
度
へ
繰
り
越
し
た
事
業
に
充
て
る
た
め
に
必
要
な
財
源

億
万
円
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
の
で
、
こ
れ
を
差
し

引
い
た
実
質
収
支
は

億
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
す
が
、
令
和
５
年
度
中
に
返
納
す
べ
き
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
関

連
の
国
庫
支
出
金

億
万
円
及
び
令
和
５
年
度
か
ら
７
年
度
の
間
、
普
通
交
付
税
か
ら
減
額
し
て
精
算
さ
れ
る

億
円
を
除
い
た
一
般
会
計
の
実
質
収
支
は

億
万
円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

4
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入
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比
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算
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こ
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表

の
示
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と

お
り
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一

般
会

計
の

令
和

４
年

度
決

算
は

、
前

年
度

に
比

べ
、

歳
入

に
お

い
て

2,
85

1億
7,

15
4万

円
（

10
.4

％
）

減
少

し
、

歳
出

に
お

い
て

2,
93

1億
3,

08
0万

円
（

11
.0

％
）

減
少

し
て

い
ま

す
。

※
令

和
４

年
度

に
お

け
る

下
段

< 
>は

、
実

質
収

支
か

ら
、

令
和

５
年

度
中

に
返

納
す

べ
き

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
関

連
の

　
国

庫
支

出
金

（
19

,7
59

,2
93

千
円

）
及

び
令

和
５

年
度

か
ら

７
年

度
の

間
、

普
通

交
付

税
か

ら
減

額
し

て
精

算
さ

れ
　

る
額

（
1,

20
0,

00
0千

円
）

を
除

い
た

も
の

で
す

。
　

令
和

３
年

度
に

お
け

る
下

段
< 

>は
、

実
質

収
支

か
ら

、
令

和
４

年
度

中
に

返
納

す
べ

き
新

型
コ

ロ
ナ

対
策

関
連

の
　

国
庫

支
出

金
（

6,
74

8,
32

2千
円

）
及

び
令

和
４

年
度

か
ら

６
年

度
の

間
、

普
通

交
付

税
か

ら
減

額
し

て
精

算
さ

れ
　

る
額

（
5,

70
0,

00
0千

円
）

を
除

い
た

も
の

で
す

。
　

令
和

２
年

度
に

お
け

る
下

段
< 

>は
、

実
質

収
支

か
ら

、
令

和
３

年
度

中
に

返
納

す
べ

き
新

型
コ

ロ
ナ

対
策

関
連

の
　

国
庫

支
出

金
（

26
,8

44
,0

42
千

円
）

を
除

い
た

も
の

で
す

。

　
令

和
４

年
度

の
一

般
会

計
歳

入
決

算
額

は
、

２
兆

4,
49

5億
25

0万
円

で
、

予
算

現
額

２
兆

5,
84

8億
2,

49
4万

円
に

対
し

、
1,

35
3億

2,
24

4万
円

（
調

定
額

に
対

し
13

4億
1,

94
5万

円
）

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

そ
の

主
な

も
の

は
、

国
庫

支
出

金
1,

06
7億

1,
04

2万
円

、
県

債
25

4億
1,

62
0万

円
、

繰
入

金
74

億
33

万
円

の
減

に
よ

る
も

の
で

、
い

ず
れ

も
事

業
費

の
一

部
を

翌
年

度
へ

繰
越

し
し

た
こ

と
等

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
歳

入
決

算
額

の
科

目
別

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

（
チ

－
前

年
度

チ
）

<△
 1

,1
63

,1
46

>

単
年

度
収

支
リ

△
 1

2,
82

1,
41

4
△

 4
2,

83
5,

78
2

実
質

収
支

（
ハ

－
ト

）
チ

△
 1

2,
82

1,
41

4

計
（

ニ
＋

ホ
＋

ヘ
）

ト
△

 9
62

,8
71

△
 3

8,
68

5,
92

6

事
故

繰
越

額
ヘ

△
 3

,6
79

,9
21

－

繰
越

明
許

費
繰

越
額

ホ
△

 4
2,

37
1,

94
4

翌 年 度 へ 繰 り

越 す べ き 額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

ニ
－

－
－

歳
入

歳
出

差
引

（
イ

－
ロ

）
ハ

△
 5

1,
50

7,
34

0

△
 2

85
,1

71
,5

42

歳
出

総
額

ロ
△

 2
93

,1
30

,8
02

一一
  般般

  会会
  計計

  決決
  算算

  状状
  況況

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

　
　

分
令

和
４

年
度

令
和

３
年

度
令

和
２

年
度

対
　

前
　

年
　

度
　

比
　

較

(Ａ
)

(Ｂ
)

(Ｃ
)

(Ａ
)－

(Ｂ
)

(Ｂ
)－

(Ｃ
)

歳
入

総
額

イ

5



6
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

（
単

位
：

百
万

円
）

 

増
　

減
　

額
伸

長
率

決
算

額
(Ａ

)
構

成
比

決
算

額
(Ｂ

)
構

成
比

(Ａ
)－

(Ｂ
)

(Ａ
)/
(Ｂ

)

△
 7

9,
46

7

△
 3

8,
23

8,
56

7

△
 1

59
,4

91

△
 2

43
,3

83

△
 1

92
,4

13
,2

21

△
 4

5,
09

6,
63

3

△
 1

20
,3

64
,4

04

△
 2

85
,1

71
,5

42

繰
越

金

諸
収

入

県
債

歳
入

合
計

分
担

金
及

び
負

担
金

使
用

料
及

び
手

数
料

国
庫

支
出

金

財
産

収
入

寄
附

金

繰
入

金

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金

歳歳
　　
入入
　　
のの
　　
構構
　　
成成

歳
入

決
算

の
対

前
年

度
比

較
及

び
推

移
の

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

一一
般般
会会
計計
歳歳
入入
決決
算算
対対
前前
年年
度度
比比
較較
表表

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

  
  

  
  

分
令

和
４

年
度

令
和

３
年

度

県
税

地
方

消
費

税
清

算
金

地
方

譲
与

税

地
方

特
例

交
付

金

地
方

交
付

税

国

庫

出

県

債
依 存

財

源

源

財

定

特
一

般 財

源

源

財

主

自

県

税

支

金
地
方
消
費
税

清
算
金 ％

国

庫

支

出
金

県

債
依 存

財

源

源

財

定

特

源

財

般

一

源

財

主

自

県

税

分
担
金
・
負
担
金

繰
越

金

繰
入

金

財
産

収
入

寄
附

金

歳
入
総
額

歳
入
総
額

令令
和和
４４
年年
度度

令令
和和
３３
年年
度度

地
方
特
例
交
付
金

（
％
）

地
方
交
付
税

％
地
方
譲
与
税

％

交
通
安
全
対
策

特
別
交
付
金 ％

％

諸
収
入 ％

使
用
料
及
び
手
数
料

％

諸
収
入 ％

交
通
安
全
対
策

特
別
交
付
金 ％

地
方
譲
与
税

％

地
方
交
付
税

％

地
方
特
例
交
付
金

（
％
）

地
方
消
費
税

清
算
金 ％
）

％

使
用
料
及
び
手
数
料

％

％
％

％

分
担
金
・
負
担
金

繰
越

金

繰
入

金

財
産

収
入

寄
附

金

％

6



7
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

令
和

３
年

度

(Ｂ
)

(Ａ
)

伸
長

率
令

和
４

年
度

令
和

３
年

度

区
　

分
調

　
定

　
額

　
 (

Ａ
)

収
　

入
　

額
　

 (
Ｂ

)

令
和

３
年

度
伸

長
率

令
和

４
年

度
令

和
４

年
度

一一
般般
会会
計計
歳歳
入入
決決
算算
のの
推推
移移

○
県

　
税

　
県

税
の

決
算

額
は

、
億

万
円

で
歳

入
総

額
の

％
を

占
め

て
お

り
、

前
年

度
に

対
し

て
億

万
円

、
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

コ
ロ

ナ
禍

か
ら

の
経

済
活

動
の

回
復

に
よ

り
、

法
人

二
税

が
堅

調
に

推
移

し
た

こ
と

等
に

よ
る

も
の

で
す

。
　

税
目

別
の

対
前

年
度

比
較

は
次

の
と

お
り

で
す

。

令令
和和
４４
年年
度度
県県
税税
決決
算算
状状
況況

収
 入

 歩
 合

（
単

位
：

千
円

，
％

）

個
人

県
民

税

法
人

県
民

税

県
民

税
利

子
割

個
人

事
業

税

法
人

事
業

税

地
方

消
費

税

不
動

産
取

得
税

県
た

ば
こ

税

ゴ
ル

フ
場

利
用

税

軽
油

引
取

税

自
動

車
税

元
年
度

指
数

対
前
年
度

比

（
億
円
）

そ
の
他

県
債

地
方

交
付
税

国
庫

支
出
金

県
税

7



8
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

（
目

的
税

計
）

宿
泊

税

産
業

廃
棄

物
税

○
地

方
消

費
税

清
算

金
　

地
方

消
費

税
清

算
金

は
、

地
方

消
費

税
が

最
終

的
に

消
費

さ
れ

た
都

道
府

県
の

収
入

に
な

る
よ

う
、

い
く

つ
か

の
消

費
に

関
す

る
指

標
に

基
づ

き
都

道
府

県
間

で
清

算
を

行
い

交
付

さ
れ

ま
す

。
　

地
方

消
費

税
清

算
金

の
決

算
額

は
、

億
万

円
で

、
歳

入
総

額
の

％
を

占
め

て
い

ま
す

。

○
地

方
譲

与
税

　
地

方
譲

与
税

の
決

算
額

は
、

億
万

円
で

、
歳

入
総

額
の

％
を

占
め

て
お

り
、

前
年

度
に

対
し

て
億

万
円

、
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

企
業

業
績

が
堅

調
に

推
移

し
た

こ
と

に
よ

り
特

別
法

人
事

業
譲

与
税

が
増

と
な

っ
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

す
。

○
地

方
特

例
交

付
金

　
地

方
特

例
交

付
金

の
決

算
額

は
、

億
万

円
で

、
歳

入
総

額
の

0.
1％

を
占

め
て

お
り

、
前

年
度

に
対

し
て

万
円

、
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

住
宅

借
入

金
等

特
別

税
額

控
除

見
込

額
が

減
と

な
っ

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
す

。

○
地

方
交

付
税

　
地

方
交

付
税

の
決

算
額

は
、

億
万

円
で

、
歳

入
総

額
の

％
を

占
め

て
い

ま
す

。
そ

の
内

訳
は

、
普

通
交

付
税

億
万

円
、

特
別

交
付

税
億

万
円

で
、

前
年

度
と

比
較

す
る

と
、

普
通

交
付

税
％

の
減

、
特

別
交

付
税

％
の

増
、

全
体

で
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
地

方
財

政
計

画
に

お
い

て
、

地
方

税
の

増
収

が
見

込
ま

れ
た

こ
と

に
伴

い
地

方
交

付
税

が
減

と
な

っ
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

す
。

自
動

車
税

（
旧

法
に

よ
る

税
計

）

県県
  税税

  のの
  構構

  成成

合
　

　
計

鉱
区

税

（
普

通
税

計
）

狩
猟

税

法
人

事
業
税

事
業
税

地
方
消
費

税

自
動
車
税

軽
油
引
取

税

総
額

億
万

円

法
人

事
業
税

事
業
税

令令
和和

４４
年年

度度
令令

和和
３３

年年
度度

県
た
ば
こ

税

不
動
産
取

得
税

個
人
事
業

税

利
子
割

法
人
県
民

税

個
人

県
民
税

県
民

税

県
た
ば
こ

税

軽
油
引
取

税

自
動
車
税

個
人

事
業

税

利
子
割

法
人

県
民

税

個
人

県
民
税

県
民

税

そ
の
他

そ
の
他

地
方

消
費

税

不
動
産
取

得
税

総
額

億
万
円
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9
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

（
単

位
：

千
円

，
％

）

○
国

庫
支

出
金

令
和

４
年

度
令

和
３

年
度

差
　

　
引

総
務

費

保
健

費

生
活

労
働

費
△

 5
6,

76
6

教
育

費
△

 1
48

,8
21

災
害

復
旧

費
△

 2
,6

42
,2

27

小
計

総
務

費
△

 1
91

,7
90

,8
51

保
健

費

環
境

費

生
活

労
働

費
△

 3
4,

43
6,

34
0

農
林

水
産

業
費

△
 7

31
,6

51

商
工

費

県
土

整
備

費
△

 1
,1

85
,2

51

警
察

費
△

 3
94

,5
57

教
育

費

災
害

復
旧

費
△

 1
,5

29
,3

64

小
計

△
 1

93
,4

34
,8

90

総
務

費
△

 2
96

,3
12

保
健

費

環
境

費

生
活

労
働

費
△

 3
1,

06
3

農
林

水
産

業
費

商
工

費

県
土

整
備

費

教
育

費

小
計

△
 3

14
,8

84

△
 1

92
,4

13
,2

21

伸
　

長
　

率
区

　
　

　
　

分

　
種

類
別

の
対

前
年

度
比

較
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

令令
和和
４４
年年
度度
国国
庫庫
支支
出出
金金
決決
算算
状状
況況

（
単

位
：

千
円

，
％

）

合
　

　
　

計

国 　 庫 　 補 　 助 　 金 委 　 　 託 　 　 金国 庫 負 担 金

決
　

　
　

　
算

　
　

　
　

額

令令
和和
４４
年年
度度
地地
方方
交交
付付
税税
決決
算算
状状
況況

　
国

庫
支

出
金

の
決

算
額

は
、

億
万

円
で

歳
入

総
額

の
％

を
占

め
て

お
り

、
前

年
度

に
対

し
て

億
万

円
、

％
の

減
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
感

染
拡

大
防

止
協

力
金

等
の

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
に

充
て

る
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

等
の

減
に

よ
る

も
の

で
す

。

9



10
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

の
た

め
に

発
行

し
た

貸
付

金
債

の
減

及
び

臨
時

財
政

対
策

債
の

減
に

よ
る

も
の

で
す

。

令
和

４
年

度
令

和
３

年
度

差
　

　
引

総
務

債

保
健

債
△

 1
,3

68
,5

00

環
境

債
△

 2
96

,1
00

生
活

労
働

債

農
林

水
産

業
債

△
 2

,7
94

,8
00

商
工

債
△

 5
9,

99
0,

50
0

県
土

整
備

債

警
察

債
△

 5
98

,2
00

教
育

債

災
害

復
旧

債
△

 3
,8

28
,1

00

転
貸

債

退
職

手
当

債
△

 7
44

,0
00

皆
減

臨
時

財
政

対
策

債
△

 5
7,

56
2,

00
4

調
整

債
△

 1
,0

17
,0

00
皆

減

災
害

援
護

資
金

貸
付

事
業

債
△

 1
,0

00
皆

減

計
△

 1
20

,3
64

,4
04

伸
　

長
　

率
区

　
　

　
分

○
県

  
債

国国
庫庫
支支
出出
金金
のの
構構
成成

　
県

債
の

決
算

額
は

、
億

万
円

で
歳

入
総

額
の

％
を

占
め

て
お

り
、

前
年

度
に

対
し

億

（
単

位
：

千
円

，
％

）

令令
和和
４４
年年
度度
県県
債債
決決
算算
状状
況況

万
円

、
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
に

係
る

中
小

企
業

振
興

資
金

融
資

決
　

　
　

　
算

　
　

　
　

額

　
目

的
別

の
対

前
年

度
比

較
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

令令
和和
４４
年年
度度

令令
和和
３３
年年
度度

災
害
復
旧

費
環
境
費

農
林
水
産

業
費

保
健
費

生
活
労
働

費 県
土
整
備

費
教
育
費

総
務
費

商
工
費

警
察
費

総
額

億
万
円

農
林
水
産

業
費商

工
費

環
境
費

教
育

費

生
活
労
働

費

総
務
費

保
健
費

災
害
復
旧

費

県
土
整
備

費

警
察
費

総
額

億
万
円

10



11
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

○
そ

の
他

  ((
33))

　　
歳歳

出出
決決

算算

警
察

費

県
土

整
備

費

農
林

水
産

業
費

商
工

費

生
活

労
働

費

環
境

費

執
行
率

(Ｂ
)

(Ａ
)

(単
位

：
千

円
，

％
）

(Ｄ
)

議
会

費

金
額

（
Ｂ

）

予
 算

 現
 額

支
 出

 済
 額

(Ｃ
)

構
成

比

未
執

行
額

(Ｃ
)-

(Ｄ
)

翌
年

度
不

用
額

繰
越

額
(Ａ

)-
(Ｂ

)

　
そ

の
他

の
歳

入
科

目
に

お
け

る
決

算
額

の
主

な
内

容
は

、
使

用
料

及
び

手
数

料
億

万
円

、
繰

入
金

億
万

円
、

繰
越

金
億

万
円

、
諸

収
入

億
万

円
で

、
前

年
度

に
対

し
て

使
用

料
及

び
手

数
料

で
％

の
減

、
繰

入
金

で
％

の
増

、
繰

越
金

で
％

の
減

、
諸

収
入

で
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
。

県県
　　

債債
　　

のの
　　

構構
　　

成成

保
健

費

　
令

和
４

年
度

の
一

般
会

計
決

算
額

は
、

２
兆

3,
75

5億
5,

16
8万

円
で

、
予

算
現

額
２

兆
5,

84
8億

2,
49

4万
円

に
対

し
91

.9
％

の
執

行
率

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
の

結
果

、
未

執
行

額
は

、
2,

09
2億

7,
32

6万
円

と
な

り
ま

す
が

、
こ

の
中

に
は

、
令

和
４

年
度

に
お

い
て

事
業

が
完

了
し

な
か

っ
た

た
め

令
和

５
年

度
に

繰
り

越
し

た
事

業
費

1,
30

7億
1,

32
4万

円
（

繰
越

明
許

費
1,

21
6億

6,
54

5万
円

、
事

故
繰

越
90

億
4,

77
9万

円
）

が
含

ま
れ

て
い

ま
す

の
で

、
こ

れ
を

差
し

引
い

た
78

5億
6,

00
1万

円
が

不
用

額
と

な
り

ま
す

。
　

歳
出

予
算

の
目

的
別

執
行

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

令令
和和

４４
年年

度度
一一

般般
会会

計計
歳歳

出出
決決

算算
状状

況況

総
務

費

区
　

分
金

額
（

Ａ
）

構
成

比

総
額

億
万

円

令令
和和

３３
年年

度度
令令

和和
４４

年年
度度

県
土
整
備
債

％

警
察
債

％

総
務
債

％

商
工
債 ％

農
林
水
産
業
債

％

保
健
債

％
調
整
債

％

災
害
復
旧
債

％

教
育
債

％

県
土
整
備
債

％

転
貸
債

％

生
活
労
働
債

％

農
林
水
産
業
債

％

教
育
債 ％

警
察
債

％

環
境
債

％

総
務
債

％

災
害
復
旧
債

％

そ
の
他

％

そ
の
他

％
生
活
労
働
債

％

臨
時
財
政
対
策
債

％

臨
時
財
政
対
策
債

％

保
健
債

％

総
額

億
万

円
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12
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

　
次

に
目

的
別

に
決

算
の

概
要

に
つ

い
て

説
明

し
ま

す
。

○
第

１
款

　
議

 会
 費

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

議
会

費

予
 算

 現
 額

支
 出

 済
 額

不
 用

 額
執

行
率

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

翌
 年

 度
 繰

 越
 額

△
 2

93
,1

30
,8

01

△
 7

,9
71

,8
42

　
ま

た
、

歳
出

決
算

額
に

つ
い

て
、

前
年

度
と

比
較

す
る

と
2,

93
1億

3,
08

0万
円

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

　
目

的
別

の
対

前
年

度
比

較
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

一一
般般
会会
計計
歳歳
出出
決決
算算
対対
前前
年年
度度
比比
較較
表表

予
備

費

諸
支

出
金

災
害

復
旧

費

計

教
育

費

公
債

費

総
務

費

保
健

費

区
　

　
分

決
　

　
　

算
　

　
　

額

議
会

費

令
和

４
年

度
令

和
３

年
度

差
　

　
引

予
備

費

計

教
育

費

災
害

復
旧

費

公
債

費

諸
支

出
金

農
林

水
産

業
費

商
工

費

県
土

整
備

費

警
察

費

環
境

費

生
活

労
働

費

△
 1

,1
91

,4
76

△
 2

57
,9

01
,7

17

△
 4

,0
78

,2
42

△
 4

5,
65

0,
54

2

△
 2

6,
78

5,
77

1

伸
 長

 率

(単
位

：
千

円
，

％
）

　
議

会
費

の
主

な
内

容
は

、
県

議
会

議
員

の
報

酬
及

び
県

議
会

事
務

局
に

お
け

る
議

会
運

営
費

を
は

じ
め

県
議

会
の

開
催

に
要

し
た

経
費

等
で

す
。

議
会

は
定

例
会

４
回

が
開

か
れ

、
議

案
が

審
議

さ
れ

ま
し

た
。

　
こ

の
ほ

か
、

常
任

委
員

会
（

８
委

員
会

）
及

び
予

算
、

決
算

、
空

港
・

交
通

イ
ン

フ
ラ

調
査

、
子

育
て

支
援

・
人

財
育

成
調

査
、

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
等

調
査

、
国

際
化

・
多

文
化

共
生

社
会

調
査

、
ワ

ン
ヘ

ル
ス

・
地

方
分

権
調

査
、

ス
ポ

ー
ツ

立
県

調
査

の
各

特
別

委
員

会
が

開
催

さ
れ

、
付

託
さ

れ
た

案
件

の
審

査
が

行
わ

れ
ま

し
た

。
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13
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

○
第

２
款

　
総

 務
 費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

総
務

管
理

費

企
画

費

徴
税

費

市
町

村
振

興
費

選
挙

費

防
災

費

統
計

調
査

費

人
事

委
員

会
費

監
査

委
員

費

計

○
第

３
款

　
保

 健
 費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

保
健

企
画

費

健
康

対
策

費

生
活

衛
生

費

医
薬

費

医
療

介
護

費

高
齢

者
支

援
費

計

　
保

健
費

の
主

な
内

容
は

、
後

期
高

齢
者

医
療

給
付

費
負

担
金

等
の

高
齢

者
支

援
対

策
費

90
1億

6,
02

7万
円

、
介

護
給

付
費

負
担

金
等

の
介

護
保

険
対

策
費

63
3億

1,
44

6万
円

、
国

民
健

康
保

険
調

整
交

付
金

等
の

国
民

健
康

保
険

運
営

対
策

費
48

1億
2,

81
2万

円
、

難
病

対
策

・
原

爆
被

爆
者

対
策

等
の

疾
病

予
防

と
健

康
保

持
対

策
費

12
0億

2,
69

0万
円

、
救

急
・

周
産

期
医

療
対

策
等

の
地

域
保

健
医

療
体

制
整

備
費

18
5億

6,
56

1万
円

、
新

型
コ

ロ
ナ

患
者

の
入

院
病

床
確

保
等

の
新

型
コ

ロ
ナ

対
策

費
1,

32
2億

8,
10

4万
円

等
で

す
。

不
 用

 額
執

行
率

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

翌
年

度
繰

越
額

（
単

位
：

円
，

％
）

　
総

務
費

の
主

な
内

容
は

、
県

の
行

政
運

営
に

関
す

る
総

括
的

な
管

理
費

の
ほ

か
、

防
災

対
策

の
充

実
強

化
費

８
億

2,
37

5万
円

、
空

港
整

備
事

業
費

負
担

金
等

の
空

港
整

備
及

び
空

港
周

辺
対

策
57

億
6,

80
3万

円
、

電
子

県
庁

管
理

費
22

億
2,

99
3万

円
、

国
際

政
策

の
推

進
費

７
億

49
4万

円
、

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
費

３
億

5,
35

9万
円

等
で

す
。

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 用

 額
執

行
率

13



14
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

○
第

４
款

　
環

 境
 費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

環
境

費

○
第

５
款

　
生

活
労

働
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

県
民

生
活

費

福
祉

企
画

費

児
童

家
庭

費

障
が

い
者

福
祉

費

生
活

保
護

費

社
会

福
祉

費

労
働

企
画

費

職
業

訓
練

費

失
業

対
策

費

労
働

委
員

会
費

計

　
環

境
費

の
主

な
内

容
は

、
環

境
啓

発
の

推
進

、
リ

サ
イ

ク
ル

の
推

進
、

大
気

汚
染

防
止

対
策

、
水

質
保

全
対

策
、

ダ
イ

オ
キ

シ
ン

類
対

策
、

廃
棄

物
対

策
、

生
活

排
水

対
策

及
び

自
然

公
園

対
策

等
の

環
境

保
全

対
策

費
27

億
3,

99
1

万
円

、
新

型
コ

ロ
ナ

対
策

費
7,

65
1万

円
で

す
。

　
生

活
労

働
費

の
主

な
内

容
は

、
人

づ
く

り
・

県
民

生
活

部
関

係
で

は
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
と

の
協

働
、

生
涯

学
習

等
の

新
し

い
社

会
づ

く
り

推
進

費
２

億
9,

88
9万

円
、

文
化

・
ス

ポ
ー

ツ
の

振
興

費
94

億
7,

75
0万

円
、

男
女

共
同

参
画

推
進

費
５

億
7,

18
4万

円
、

安
全

・
安

心
ま

ち
づ

く
り

推
進

及
び

交
通

安
全

、
消

費
者

保
護

の
た

め
の

対
策

費
５

億
6,

83
6万

円
、

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
費

1,
31

0万
円

等
で

す
。

　
福

祉
労

働
部

関
係

で
は

、
生

活
保

護
等

の
生

活
困

窮
者

対
策

費
28

6億
5,

60
5万

円
、

障
が

い
の

あ
る

人
へ

の
自

立
支

援
給

付
費

等
の

障
が

い
福

祉
対

策
費

47
8億

2,
94

6万
円

、
保

育
所

や
認

定
こ

ど
も

園
、

小
規

模
保

育
等

に
か

か
る

保
育

給
付

費
等

の
児

童
福

祉
・

少
子

化
対

策
費

75
2億

2,
85

5万
円

、
若

者
・

中
高

年
齢

者
・

子
育

て
女

性
・

障
が

い
の

あ
る

人
等

の
雇

用
の

安
定

・
促

進
等

の
雇

用
対

策
費

10
億

8,
52

0万
円

、
新

型
コ

ロ
ナ

対
策

費
43

億
2,

17
6万

円
等

で
す

。

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 用

 額
執

行
率

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 用

 額
執

行
率

（
単

位
：

円
，

％
）
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15
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

○
第

６
款

　
農

林
水

産
業

費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

農
林

水
産

業
企

画
費

農
業

費

畜
産

業
費

農
地

費

林
業

費

水
産

業
費

計

○
第

７
款

　
商

 工
 費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

商
業

費

工
鉱

業
費

観
光

費

計

　
商

工
費

の
主

な
内

容
は

、
中

小
企

業
の

経
営

の
安

定
を

図
る

た
め

の
中

小
企

業
振

興
資

金
融

資
費

3,
08

5億
2,

30
0

万
円

、
商

工
会

議
所

等
に

対
す

る
中

小
企

業
団

体
組

織
強

化
の

た
め

の
補

助
金

47
億

2,
13

8万
円

、
先

端
成

長
産

業
の

育
成

・
集

積
等

に
よ

る
中

小
企

業
振

興
の

た
め

の
技

術
振

興
対

策
費

34
億

4,
14

8万
円

、
観

光
振

興
対

策
費

46
億

1,
03

4万
円

、
企

業
立

地
対

策
費

10
億

1,
83

5万
円

、
新

型
コ

ロ
ナ

対
策

費
49

8億
4,

87
3万

円
等

で
す

。

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

　
農

林
水

産
業

費
の

主
な

内
容

は
、

農
業

関
係

で
は

、
多

面
的

機
能

支
払

事
業

等
の

農
山

漁
村

振
興

費
27

億
5,

21
7

万
円

、
園

芸
作

物
振

興
対

策
事

業
等

の
園

芸
振

興
費

32
億

9,
18

7万
円

、
畜

産
振

興
総

合
対

策
事

業
等

の
畜

産
振

興
費

13
億

5,
16

5万
円

、
た

め
池

整
備

事
業

等
の

農
村

整
備

費
16

4億
8,

68
1万

円
等

で
す

。
　

林
業

関
係

で
は

、
造

林
事

業
等

の
森

林
整

備
費

33
億

3,
11

1万
円

、
治

山
事

業
等

の
治

山
費

41
億

8,
88

0万
円

等
で

す
。

　
水

産
業

関
係

で
は

、
沿

岸
漁

場
整

備
開

発
事

業
等

の
水

産
業

振
興

費
41

億
6,

28
6万

円
、

漁
港

修
築

事
業

等
の

漁
港

建
設

費
10

億
4,

17
9万

円
等

で
す

。
　

そ
の

他
、

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
費

１
億

4,
78

6万
円

で
す

。

執
行

率

（
単

位
：

円
，

％
）

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 用

 額
執

行
率

不
 用

 額
翌

年
度

繰
越

額
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16
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

○
第

８
款

　
県

土
整

備
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

県
土

整
備

企
画

費

道
路

橋
り

ょ
う

費

河
川

海
岸

費

港
湾

費

都
市

計
画

費

住
宅

費

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

費

水
資

源
対

策
費

計

○
第

９
款

　
警

 察
 費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

警
察

管
理

費

警
察

活
動

費

計

　
警

察
費

の
主

な
内

容
は

、
警

察
職

員
の

人
件

費
及

び
管

理
経

費
等

の
警

察
本

部
費

1,
15

6億
1,

16
7万

円
、

交
通

管
制

シ
ス

テ
ム

、
交

通
信

号
機

、
道

路
標

識
等

の
交

通
安

全
施

設
の

整
備

、
警

察
署

移
転

等
の

た
め

の
警

察
施

設
費

79
億

19
7万

円
、

運
転

免
許

試
験

場
管

理
等

の
た

め
の

運
転

免
許

費
30

億
3,

06
2万

円
、

犯
罪

捜
査

、
暴

力
団

対
策

等
の

た
め

の
刑

事
警

察
費

10
億

1,
92

7万
円

、
暴

走
族

取
締

り
、

交
通

指
導

等
の

た
め

の
交

通
指

導
取

締
費

８
億

5,
14

5万
円

等
で

す
。

　
県

土
整

備
費

の
主

な
内

容
は

、
社

会
資

本
整

備
重

点
計

画
（

計
画

期
間

令
和

３
年

度
～

令
和

７
年

度
）

の
重

点
目

標
を

達
成

し
、

県
土

の
保

全
と

質
の

高
い

社
会

資
本

整
備

を
推

進
す

る
た

め
、

道
路

・
橋

り
ょ

う
関

係
で

は
、

道
路

特
別

補
修

等
の

道
路

維
持

費
81

億
2,

25
5万

円
、

国
県

道
の

建
設

整
備

、
交

通
安

全
施

設
等

の
整

備
促

進
等

の
道

路
新

設
改

良
費

50
4億

3,
92

7万
円

等
で

す
。

　
河

川
海

岸
関

係
で

は
、

河
川

の
改

修
促

進
や

環
境

整
備

等
の

河
川

改
良

費
42

9億
8,

31
1万

円
、

砂
防

堰
堤

、
渓

流
保

全
工

等
の

砂
防

施
設

整
備

の
た

め
の

砂
防

費
18

2億
11

0万
円

等
で

す
。

　
港

湾
関

係
で

は
、

港
湾

改
修

事
業

、
港

湾
海

岸
高

潮
対

策
事

業
等

の
港

湾
建

設
費

42
億

9,
34

8万
円

等
で

す
。

　
都

市
計

画
関

係
で

は
、

都
市

公
園

の
施

設
整

備
や

維
持

管
理

等
の

た
め

の
公

園
費

39
億

7,
74

1万
円

、
都

市
計

画
道

路
の

整
備

等
の

街
路

事
業

費
12

2億
7,

32
6万

円
等

で
す

。
　

住
宅

関
係

で
は

、
県

営
住

宅
建

替
事

業
の

推
進

、
市

町
村

の
住

宅
整

備
事

業
へ

の
助

成
等

の
住

宅
建

設
費

39
億

9,
61

2万
円

等
で

す
。

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 用

 額
執

行
率

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 用

 額
執

行
率

16



17
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

○
第

10
款

　
教

 育
 費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

教
育

総
務

費

小
学

校
費

中
学

校
費

高
等

学
校

費

特
別

支
援

学
校

費

社
会

教
育

費

保
健

体
育

費

大
学

費

私
立

学
校

費

青
少

年
費

計

○
第

11
款

　
災

害
復

旧
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

農
林

水
産

施
設

災
害

復
旧

費

土
木

施
設

災
害

復
旧

費

庁
舎

等
災

害
復

旧
費

教
育

施
設

災
害

復
旧

費

計

　
災

害
復

旧
費

の
主

な
内

容
は

、
農

林
水

産
施

設
災

害
復

旧
関

係
で

は
耕

地
災

害
復

旧
費

24
億

9,
39

7万
円

等
、

土
木

施
設

災
害

復
旧

関
係

で
は

河
川

等
災

害
復

旧
費

65
億

2,
09

2万
円

等
、

庁
舎

等
災

害
復

旧
費

1,
31

0万
円

、
教

育
施

設
災

害
復

旧
関

係
で

は
高

等
学

校
災

害
復

旧
費

１
億

3,
72

1万
円

等
で

す
。

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 用

 額
執

行
率

　
教

育
費

の
主

な
内

容
は

、
小

学
校

、
中

学
校

、
高

等
学

校
及

び
特

別
支

援
学

校
教

職
員

の
人

件
費

等
1,

90
0億

4,
09

2万
円

、
高

等
学

校
及

び
特

別
支

援
学

校
の

校
舎

の
改

築
等

施
設

充
実

の
た

め
の

学
校

建
設

費
16

6億
57

0万
円

、
私

立
学

校
の

振
興

を
図

る
た

め
の

補
助

金
等

の
私

立
学

校
振

興
対

策
費

55
8億

8,
10

2万
円

、
新

型
コ

ロ
ナ

対
策

費
51

億
5,

01
9万

円
等

で
す

。

（
単

位
：

円
，

％
）

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 用

 額
執

行
率
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18
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

○
第

12
款

　
公

 債
 費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

公
債

費

○
第

13
款

　
諸

支
出

金

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

利
子

割
交

付
金

等

○
第

14
款

　
予

 備
 費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

予
備

費

　
諸

支
出

金
の

主
な

内
容

は
、

法
人

事
業

税
交

付
金

12
9億

1,
73

7万
円

、
地

方
消

費
税

交
付

金
及

び
清

算
金

3,
69

4
億

91
5万

円
及

び
軽

油
引

取
税

交
付

金
10

0億
4,

41
3万

円
等

で
す

。

　
予

備
費

は
、

当
初

予
算

に
お

い
て

２
億

円
を

計
上

し
て

い
ま

し
た

が
、

予
算

外
又

は
予

算
超

過
の

支
出

の
た

め
、

5,
05

9万
円

を
補

充
し

た
た

め
、

１
億

4,
94

1万
円

が
不

用
残

と
な

っ
て

い
ま

す
。

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 用

 額
執

行
率

執
行

率

　
公

債
費

の
主

な
内

容
は

、
県

債
の

元
金

償
還

金
2,

09
3億

6,
82

1万
円

、
利

子
（

年
度

中
の

一
時

借
入

金
利

子
を

含
む

。
）

23
1億

6,
27

9万
円

等
で

す
。

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 用

 額

項
　

　
目

予
  

算
  

現
  

額
支

  
出

  
済

  
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 用

 額
執

行
率

（
単

位
：

円
，

％
）
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19
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

　　
　　
ⅢⅢ
　　
特特
別別
会会
計計

決
算

額
（

Ｂ
）

決
算

額
（

Ｃ
）

（
Ａ

）
（

Ｂ
）

（
Ａ

）
（

Ｃ
）

（
Ａ

）

福
岡

県
財

政
調

整
基

金
△
 1
5

△
 1
5

福
岡

県
公

債
管

理
△
 1
6,
70
3

△
 1
6,
70
3

福
岡

県
市

町
村

振
興

基
金

△
 1
8

△
 1
8

福
岡

県
国

民
健

康
保

険
△
 8
,7
17
,9
07

福
岡

県
母

子
父

子
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
事

業
△
 5
,1
36

△
 3
91
,8
43

福
岡

県
災

害
救

助
基

金
△
 1

△
 1

福
岡

県
就

農
支

援
資

金
貸

付
事

業
△
 9
,1
31

福
岡

県
県

営
林

造
成

事
業

△
 1
3,
53
9

△
 1
3,
53
9

福
岡

県
林

業
改

善
資

金
助

成
事

業
△
 9
8,
06
9

福
岡

県
沿

岸
漁

業
改

善
資

金
助

成
事

業
△
 4
1,
67
9

福
岡
県

小
規
模

企
業

者
等

設
備
導

入
資
金

貸
付

事
業

△
 1
2,
75
3

福
岡

県
公

共
用

地
先

行
取

得
事

業

福
岡

県
県

営
埠

頭
施

設
整

備
運

営
事

業
△
 1
65

△
 1
,1
74
,5
94

福
岡

県
住

宅
管

理
△
 6
5,
58
6

計
△
 1
0,
54
1,
83
8

　
こ

の
決

算
状

況
か

ら
特

別
会

計
の

総
決

算
額

に
つ

い
て

み
る

と
、

歳
入

歳
出

予
算

１
兆

19
4億

8,
88

3万
円

に
対

し
、

歳
入

決
算

額
１

兆
25

9億
2,

73
0万

円
、

歳
出

決
算

額
１

兆
89

億
4,

69
9万

円
と

な
り

、
そ

の
執

行
率

は
、

歳
入

10
0.

6％
、

歳
出

99
.0

％
と

な
っ

て
い

ま
す

。
　

次
に

特
別

会
計

の
主

な
も

の
に

つ
い

て
決

算
の

概
要

を
説

明
し

ま
す

。

区
　

　
　

　
分

歳
入

歳
出

予
算

現
額

歳
　

　
　

入
歳

入
歳

出
差

引
残

高

歳
　

　
　

出

(Ｂ
)－

(Ａ
)

(Ｃ
)－

(Ａ
)

翌
年
度
へ
繰
り

越
す
べ
き
財
源

(継
続
費
逓
次
繰

越
、
繰
越
明
許

費
及
び
事
故
繰

越
し
)(
Ｄ
)

　
特

別
会

計
は

、
一

般
会

計
に

対
し

、
特

定
の

歳
入

歳
出

を
一

般
の

歳
入

歳
出

と
区

別
し

て
経

理
す

る
た

め
の

会
計

で
、

地
方

自
治

法
の

規
定

に
よ

り
条

例
で

設
置

し
て

い
る

も
の

で
す

。
　

令
和

４
年

度
に

お
い

て
は

、
14

の
特

別
会

計
が

あ
り

ま
す

が
、

そ
の

決
算

の
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

（
単

位
：

千
円

，
％

）
令令
和和
４４
年年
度度
特特
別別
会会
計計
決決
算算
状状
況況
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20
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

貸
付

市
町

村
等

数

合
併

市
町

村
ま

ち
づ

く
り

事
業

○
小

規
模

企
業

者
等

設
備

導
入

資
金

貸
付

事
業

特
別

会
計

辺
地

、
離

島
及

び
過

疎
地

域
施

設
整

備
事

業

貸
付

対
象

事
業

費
左

の
う

ち
基

金
の

貸
付

額

○
公

債
管

理
特

別
会

計

○
市

町
村

振
興

基
金

特
別

会
計

（
単

位
：

件
、

千
円

）

貸
　

付
　

事
　

業
　

名

　
こ

の
会

計
は

、
県

債
の

元
利

償
還

等
を

行
う

も
の

で
す

。
　

令
和

４
年

度
は

、
前

年
度

ま
で

に
発

行
し

た
県

債
の

元
利

償
還

金
等

5,
26

1億
9,

89
7万

円
を

支
払

っ
て

い
ま

す
。

土
木

施
設

整
備

事
業

　
こ

の
会

計
は

、
市

町
村

等
の

振
興

に
資

す
る

事
業

に
対

し
て

、
貸

付
を

行
う

基
金

の
運

営
管

理
を

行
う

も
の

で
す

。
　

令
和

４
年

度
の

基
金

貸
付

実
績

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

教
育

文
化

施
設

整
備

事
業

合
　

　
　

　
計

衛
生

施
設

整
備

事
業

安
全

防
災

施
設

整
備

事
業

○
県

営
埠

頭
施

設
整

備
運

営
事

業
特

別
会

計

　
こ

の
会

計
は

、
県

営
住

宅
20

6団
地

28
,7

05
戸

の
維

持
補

修
及

び
適

正
管

理
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

居
住

環
境

の
確

保
を

図
る

も
の

で
す

。
　

令
和

４
年

度
の

事
業

実
績

は
、

66
億

9,
53

8万
円

で
す

。

○
住

宅
管

理
特

別
会

計

　
こ

の
会

計
は

、
船

舶
の

大
型

化
や

取
扱

貨
物

量
の

増
加

に
対

応
す

る
た

め
、

埠
頭

用
地

や
工

業
用

地
の

造
成

を
行

い
、

港
湾

機
能

の
拡

充
を

図
る

も
の

で
す

。
　

令
和

４
年

度
の

事
業

実
績

は
、

苅
田

港
新

松
山

地
区

埠
頭

用
地

造
成

事
業

外
２

件
、

67
億

9,
28

6万
円

で
す

。

（
実

数
17

）

○
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計

　
こ

の
会

計
は

、
市

町
村

か
ら

の
納

付
金

や
国

か
ら

の
負

担
金

等
を

財
源

に
、

市
町

村
に

対
す

る
保

険
給

付
に

必
要

な
費

用
の

交
付

等
を

行
う

も
の

で
す

。
　

令
和

４
年

度
の

事
業

実
績

は
、

4,
67

6億
8,

66
4万

円
で

す
。

　
こ

の
会

計
は

、
県

内
の

中
小

企
業

組
合

等
に

対
し

、
工

場
団

地
や

シ
ョ

ッ
ピ

ン
グ

セ
ン

タ
ー

の
建

設
、

ア
ー

ケ
ー

ド
の

整
備

等
の

た
め

の
資

金
を

貸
し

付
け

る
こ

と
に

よ
り

、
事

業
環

境
の

改
善

や
経

営
基

盤
の

強
化

を
図

る
も

の
で

す
。

　
令

和
４

年
度

の
貸

付
実

績
は

、
小

規
模

企
業

者
等

設
備

導
入

資
金

貸
付

事
業

（
中

小
企

業
高

度
化

資
金

貸
付

）
２

件
、

37
7万

円
で

す
。

産
業

振
興

施
設

整
備

事
業

厚
生

福
祉

施
設

整
備

事
業

20



21
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

　　
　　

ⅣⅣ
　　

決決
算算

のの
分分

析析

  ((
11))

　　
収収

支支
状状

況況

(単
位

：
百

万
円

）

歳
入

総
額

う
ち

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
分

歳
出

総
額

う
ち

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
分

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

実
質

収
支

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
に

係
る

国
庫

返
納

額

交
付

税
精

算
分

実
質

収
支

（
国

庫
返

納
額

等
を

除
く

）

令令
和和

４４
年年

度度
決決

算算
収収

支支
状状

況況

最最
近近

1100
年年

間間
のの

決決
算算

規規
模模

のの
推推

移移

決
算

額
区

  
  

分

　
歳

入
に

つ
い

て
は

、
コ

ロ
ナ

禍
か

ら
の

経
済

活
動

の
回

復
に

よ
り

、
法

人
二

税
が

堅
調

に
推

移
し

た
こ

と
等

に
よ

り
、

県
税

収
入

は
7,

34
3億

円
と

過
去

最
高

と
な

り
ま

し
た

。
一

方
、

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
に

係
る

国
庫

支
出

金
や

地
方

交
付

税
、

臨
時

財
政

対
策

債
が

減
少

し
た

こ
と

に
よ

り
、

歳
入

総
額

は
前

年
度

か
ら

2,
50

4億
円

減
少

し
、

２
兆

2,
77

8億
円

と
な

り
ま

し
た

。
　

歳
出

に
つ

い
て

は
、

後
期

高
齢

者
医

療
給

付
や

障
が

い
者

自
立

支
援

給
付

等
、

社
会

保
障

関
係

費
の

継
続

的
な

増
加

は
あ

っ
た

も
の

の
、

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
に

つ
い

て
、

時
短

要
請

等
に

応
じ

た
飲

食
店

等
に

対
す

る
協

力
金

等
の

事
業

が
減

少
し

た
こ

と
に

よ
り

、
歳

出
総

額
は

前
年

度
か

ら
2,

58
2億

円
減

少
し

、
２

兆
2,

03
1億

円
と

な
り

ま
し

た
。

　
令

和
４

年
度

の
実

質
収

支
は

、
47

年
連

続
の

黒
字

と
な

り
、

黒
字

額
は

92
億

円
と

過
去

最
高

と
な

り
ま

し
た

。
（

令
和

５
年

度
に

返
納

す
る

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
分

の
国

庫
支

出
金

及
び

今
後

精
算

さ
れ

る
普

通
交

付
税

を
除

く
。

）

　
一

般
会

計
と

特
別

会
計

の
決

算
状

況
に

つ
い

て
は

、
前

記
Ⅱ

及
び

Ⅲ
の

と
お

り
で

す
が

、
決

算
統

計
上

の
会

計
区

分
で

あ
る

普
通

会
計

（
一

般
会

計
と

特
別

会
計

の
う

ち
国

民
健

康
保

険
事

業
及

び
県

営
埠

頭
施

設
整

備
運

営
事

業
の

２
特

別
会

計
を

除
い

た
12

会
計

を
合

計
し

、
各

会
計

間
の

重
複

額
を

控
除

し
た

も
の

）
の

決
算

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

歳
入

・
歳
出

単
位

：
億

円

16
,5

34
16

,5
22

17
,0

46
 

16
,9

33
 

16
,5

96
16

,2
56

16
,5

69

21
,3

6625
,2

82
22

,7
78

16
,1

04
16

,1
10

16
,6

92
 

16
,5

78
 

16
,1

37
15

,8
38

16
,1

67

20
,1

82

24
,6

13

22
,0

31

10
,0

00

12
,0

00

14
,0

00

16
,0

00

18
,0

00

20
,0

00

22
,0

00

24
,0

00

26
,0

00

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R1
R2

R3
R4

歳
入

歳
出

新
型
コ
ロ
ナ
対
策
分

歳
入

歳
出

21



22
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

  ((
22))

　　
歳歳

　　
　　

入入

決
 算

 額
構
成
比

対
前

年
度

増
加

率
決
 算

 額
構
成
比

対
前

年
度

増
加

率

県
税

分
担

金
・

負
担

金
△
 3
3.
8

使
用

料
・

手
数

料
△
 1
.3

△
 0
.9

財
産

収
入

寄
附

金

繰
入

金
△
 2
6.
5

繰
越

金
△
 4
4.
5

諸
収

入

計

地
方

譲
与

税

地
方

特
例

交
付

金
△
 2
.8

△
 1
.8

地
方

交
付

税
△
 1
1.
5

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
△
 1
2.
2

△
 5
.7

国
庫

支
出

金
△
 3
0.
7

県
債

△
 3
8.
5

計
△
 2
4.
7

△
 9
.9

歳
　
入
　
合
　
計

自 主 財 源 依 存 財 源

歳歳
  入入

  構構
  成成

  図図
（（

自自
主主

財財
源源

とと
依依

存存
財財

源源
））

　
歳

入
総

額
に

対
す

る
自

主
財

源
の

率
は

、
54

.9
％

で
、

前
年

度
に

比
べ

8.
8ポ

イ
ン

ト
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
コ

ロ
ナ

禍
か

ら
の

経
済

活
動

の
回

復
に

よ
り

、
法

人
二

税
が

堅
調

に
推

移
し

た
こ

と
等

に
よ

り
、

自
主

財
源

が
増

加
し

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
す

。

歳歳
入入

決決
算算

状状
況況

（（
普普

通通
会会

計計
））

令
　
和
　
３
　
年
　
度

　
令

和
４

年
度

普
通

会
計

の
歳

入
決

算
額

は
、

２
兆

2,
77

7億
8,

63
3万

円
で

、
前

年
度

に
対

し
て

2,
50

4億
2,

35
9万

円
、

9.
9％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

令
　
和
　
４
　
年
　
度

区
　
　
　
分

（
単

位
：

千
円

，
％

）

元

自
主
財
源

依
存
財
源

（
年
度
）

22



23
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

  ((
33))

　　
歳歳

　　
　　

出出

決
 算

 額
構

成
比

対
前

年
度

増
加

率
決

 算
 額

構
成

比
対

前
年

度
増

加
率

人
件

費
△

 0
.7

社
会

保
障

関
係

費

公
債

費

計

普
通

建
設

事
業

費
△

 0
.3

災
害

復
旧

事
業

費
△

 4
1.

9
△

 2
4.

0

計
△

 3
.2

△
 2

7.
0

△
 1

0.
5

性性
質質

別別
歳歳

出出
決決

算算
状状

況況
（（

普普
通通

会会
計計

））

　
令

和
４

年
度

普
通

会
計

の
歳

出
決

算
額

は
、

２
兆

2,
03

0億
57

3万
円

で
、

前
年

度
に

対
し

て
2,

58
2億

2,
88

7
万

円
、

10
.5

％
の

減
と

な
っ

て
い

ま
す

。 令
　

和
　

４
　

年
　

度
令

　
和

　
３

　
年

　
度

区
　

　
　

分

歳歳
  出出

  構構
  成成

  図図
（（

性性
質質

別別
））

　 　
歳

出
総

額
に

お
け

る
義

務
的

経
費

の
構

成
比

は
、

48
.1

％
で

、
前

年
度

に
比

べ
8.

2ポ
イ

ン
ト

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
に

係
る

中
小

企
業

振
興

資
金

融
資

の
た

め
に

発
行

し
た

貸
付

金
債

や
臨

時
財

政
対

策
債

等
に

係
る

元
金

償
還

額
が

増
加

し
た

も
の

で
す

。
投

資
的

経
費

の
構

成
比

は
、

11
.8

％
で

、
前

年
度

に
比

べ
0.

9ポ
イ

ン
ト

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

平
成

２
９

年
７

月
九

州
北

部
豪

雨
災

害
、

令
和

２
年

７
月

豪
雨

災
害

に
係

る
補

助
公

共
事

業
費

及
び

災
害

復
旧

事
業

費
は

減
少

し
た

も
の

の
、

歳
出

総
額

か
ら

義
務

的
経

費
と

投
資

的
経

費
を

除
い

た
そ

の
他

経
費

に
お

い
て

、
新

型
コ

ロ
ナ

対
策

費
が

減
少

し
た

こ
と

に
よ

り
構

成
比

と
し

て
は

増
加

し
た

も
の

で
す

。

そ
　

　
の

　
　

他

歳
　

出
　

合
　

計

義 務 的 経 費 投 資 的 経 費

（
単

位
：

千
円

，
％

）

元

義
務

的
経

費
投

資
的

経
費

そ
の

他
の

経
費

（
年

度
）

23



24
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

  ((
44))

　　
県県

債債
のの

状状
況況

　
令

和
４

年
度

末
に

お
け

る
普

通
会

計
の

県
債

残
高

は
３

兆
8,

05
3億

78
6万

円
で

昨
年

度
に

比
べ

78
0億

3,
13

5万
円

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
の

う
ち

臨
時

財
政

対
策

債
を

除
く

通
常

債
の

残
高

は
、

前
年

度
と

比
較

し
て

51
1億

2,
08

4万
円

減
少

し
ま

し
た

。

普普
通通

会会
計計

県県
債債

残残
高高

のの
推推

移移

※
　

普
通

会
計

に
お

い
て

は
、

満
期

一
括

償
還

に
備

え
た

減
債

基
金

へ
の

積
立

て
は

元
金

償
還

し
た

も
の

と
扱

う
こ

　
と

と
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
普

通
会

計
の

県
債

残
高

に
つ

い
て

は
、

金
融

機
関

等
へ

償
還

す
べ

き
県

債
残

高
か

　
ら

満
期

一
括

償
還

に
備

え
た

減
債

基
金

積
立

金
を

控
除

し
て

い
ま

す
。

※
　

や
む

を
得

な
い

要
因

…
災

害
復

旧
・

復
興

対
策

、
国

の
防

災
・

減
災

、
国

土
強

靱
化

へ
の

対
応

、
国

の
補

正
予

　
算

対
応

、
減

収
補

塡
債

発
行

、
コ

ロ
ナ

感
染

症
対

策
※

　
令

和
４

年
度

の
県

民
一

人
当

た
り

で
み

た
場

合
の

県
債

残
高

は
74

万
5千

円
で

す
。

な
お

、
全

国
比

較
が

可
能

　
な

令
和

３
年

度
で

は
低

い
方

か
ら

16
番

目
に

位
置

し
て

い
ま

す
。

（
単

位
：

億
円

）

通
常
債

臨
時
財
政
対
策
債

前
年
度
比
△

億
円

通
常
債

残
高

や
む
を
得
な
い

要
因
を
除
く

通
常
債
残
高

24



25
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

  ((
55))

　　
財財

政政
健健

全全
化化

にに
関関

すす
るる

指指
標標

　
　

(ｲ
)　

健
全

化
判

断
比

率

○
実

質
赤

字
比

率
－

 ％
（

実
質

赤
字

比
率

が
な

い
）

（
令

和
３

年
度

　
－

 ％
）

早
期

健
全

化
基

準
　

3.
75

％
財

政
再

生
基

準
　

　
5.

00
％

 [
標

準
財

政
規

模
の

額
]

※

※
　

実
質

収
支

が
黒

字
で

あ
る

場
合

、
「

実
質

赤
字

比
率

（
％

）
」

は
負

の
値

で
表

示
さ

れ
ま

　
す

。

　
「

地
方

公
共

団
体

の
財

政
の

健
全

化
に

関
す

る
法

律
」

に
お

い
て

、
地

方
公

共
団

体
の

財
政

健
全

性
を

示
す

指
標

が
設

け
ら

れ
ま

し
た

。
（

①
実

質
赤

字
比

率
、

②
連

結
実

質
赤

字
比

率
、

③
実

質
公

債
費

比
率

、
④

将
来

負
担

比
率

）
　

ま
た

、
公

営
企

業
の

経
営

の
健

全
性

を
示

す
指

標
と

し
て

⑤
資

金
不

足
比

率
が

設
け

ら
れ

ま
し

た
。

　
こ

の
比

率
の

い
ず

れ
か

が
、

早
期

健
全

化
基

準
以

上
に

な
る

と
財

政
健

全
化

計
画

、
財

政
再

生
基

準
以

上
に

な
る

と
財

政
再

生
計

画
、

公
営

企
業

が
経

営
健

全
化

基
準

以
上

に
な

る
と

経
営

健
全

化
計

画
の

策
定

が
義

務
づ

け
ら

れ
ま

す
。

　
本

県
で

は
、

普
通

会
計

、
公

営
企

業
会

計
と

も
に

、
実

質
赤

字
は

発
生

し
て

い
ま

せ
ん

。
ま

た
、

実
質

公
債

費
比

率
及

び
将

来
負

担
比

率
に

つ
い

て
も

「
財

政
再

生
基

準
」

は
も

ち
ろ

ん
の

こ
と

、
「

早
期

健
全

化
基

準
」

も
大

き
く

下
回

っ
て

お
り

、
健

全
な

財
政

状
況

で
す

。

標
準

的
に

収
入

が
見

込
ま

れ
る

一
般

財
源

の
総

額
（

県
税

、
地

方
譲

与
税

、
普

通
交

付
税

、
臨

時
財

政
対

策
債

、
地

方
特

例
交

付
金

、
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

の
収

入
見

込
み

の
合

算
額

）

　
普

通
会

計
に

お
け

る
実

質
赤

字
の

標
準

財
政

規
模

の
額

に
対

す
る

比
率

で
す

が
、

本
県

の
実

質
収

支
は

黒
字

で
す

。

普
通

会
計

の
実

質
赤

字
額

標
準

財
政

規
模

の
額

実
質

赤
字

比
率

＝

住
宅

管
理

特
別

会
計

小
規

模
企

業
者

等
設

備
導

入
資

金
貸

付
事

業
特

別
会

計

沿
岸

漁
業

改
善

資
金

助
成

事
業

特
別

会
計

災
害

救
助

基
金

特
別

会
計

就
農

支
援

資
金

貸
付

事
業

特
別

会
計

県
営

林
造

成
事

業
特

別
会

計

小
　

　
計

（
普

通
会

計
）

会
　

　
計

　
　

名

普 通 会 計

林
業

改
善

資
金

助
成

事
業

特
別

会
計

公
共

用
地

先
行

取
得

事
業

特
別

会
計

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

事
業

特
別

会
計

一
般

会
計

財
政

調
整

基
金

特
別

会
計

公
債

管
理

特
別

会
計

市
町

村
振

興
基

金
特

別
会

計

標
準

財
政

規
模

の
額

実
質

赤
字

比
率

（
％

）

(単
位

：
千

円
)

実
質

収
支

額

25



26
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

○
連

結
実

質
赤

字
比

率
－

 ％
（

連
結

実
質

赤
字

比
率

が
な

い
）

（
令

和
３

年
度

　
－

 ％
）

早
期

健
全

化
基

準
　

 8
.7

5％
財

政
再

生
基

準
　

　
15

.0
0％

※
※

　
連

結
実

質
収

支
が

黒
字

で
あ

る
場

合
、

「
連

結
実

質
赤

字
比

率
（

％
）

」
は

負
の

値
で

表
　

示
さ

れ
ま

す
。

○
実

質
公

債
費

比
率

（
令

和
３

年
度

　
11

.1
％

）

早
期

健
全

化
基

準
　

25
％

財
政

再
生

基
準

　
　

35
％

Ａ
…

地
方

債
の

元
利

償
還

金
（

繰
上

償
還

等
除

く
）

Ｂ
…

Ｃ
…

元
利

償
還

金
の

財
源

に
充

て
ら

れ
る

特
定

財
源

Ｄ
…

元
利

償
還

金
等

に
係

る
基

準
財

政
需

要
額

算
入

額
Ｅ

…
標

準
財

政
規

模
の

額

(単
位

：
千

円
)

　
全

会
計

(普
通

会
計

及
び

公
営

企
業

会
計

等
)に

お
け

る
実

質
赤

字
の

標
準

財
政

規
模

の
額

に
対

す
る

比
率

で
す

が
、

本
県

の
普

通
会

計
の

実
質

収
支

は
黒

字
で

あ
り

、
公

営
企

業
会

計
等

に
つ

い
て

も
資

金
不

足
は

発
生

し
て

い
ま

せ
ん

。

全
会

計
の

実
質

赤
字

額
標

準
財

政
規

模
の

額

Ｅ
　

標
準

財
政

規
模

の
額

実
質

公
債

費
比

率
（

単
年

度
）

（
％

）

実
質

公
債

費
比

率
（

３
か

年
平

均
）

（
％

）

区
　

　
　

　
　

分

債
務

負
担

行
為

に
基

づ
く

支
出

額

一
時

借
入

金
の

利
子

Ｃ
　

元
利

償
還

金
の

財
源

に
充

て
ら

れ
る

特
定

財
源

Ｄ
　

元
利

償
還

金
等

に
係

る
基

準
財

政
需

要
額

算
入

額

Ａ
　

地
方

債
の

元
利

償
還

金

Ｂ
　

地
方

債
の

元
利

償
還

金
に

準
ず

る
も

の

　
普

通
会

計
が

負
担

す
る

実
質

的
な

公
債

費
の

標
準

財
政

規
模

の
額

に
対

す
る

比
率

（
過

去
３

か
年

平
均

）
で

す
が

、
本

県
で

は
、

早
期

健
全

化
基

準
で

あ
る

25
％

を
大

幅
に

下
回

っ
て

い
ま

す
。

合
　

　
計

（
全

会
計

）

流
域

下
水

道
事

業
特

別
会

計

小
　

　
計

（
公

営
企

業
会

計
）

令
和

２
年

度

満
期

一
括

償
還

地
方

債
に

係
る

年
度

割
相

当
額

公
営

企
業

の
元

利
償

還
金

へ
の

一
般

会
計

か
ら

の
繰

出
金

(Ａ
＋

Ｂ
)－

(Ｃ
＋

Ｄ
)

Ｅ
－

Ｄ

連
結

実
質

赤
字

比
率

（
％

）

実
質

公
債

費
比

率
＝

令
和

３
年

度
令

和
４

年
度

工
業

用
水

道
事

業
会

計

地
方

債
の

元
利

償
還

金
に

準
ず

る
も

の
（

公
営

企
業

の
元

利
償

還
金

へ
の

一
般

会
計

か
ら

の
繰

出
金

、
共

済
組

合
へ

の
建

設
費

償
還

金
な

ど
）

連
結

実
質

赤
字

比
率

＝

公 営 企 業 会 計

会
　

　
計

　
　

名

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

特
別

会
計

工
業

用
地

造
成

事
業

会
計

資
金

不
足

・
剰

余
額

病
院

事
業

会
計

電
気

事
業

会
計

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

(単
位

：
千

円
)
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27
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

○
将

来
負

担
比

率
（

令
和

３
年

度
　

24
5.

6%
）

Ａ
…

将
来

負
担

額
Ｂ

…
将

来
負

担
額

に
充

当
可

能
な

財
源

・
普

通
会

計
地

方
債

現
在

高
・

充
当

可
能

基
金

・
債

務
負

担
行

為
に

基
づ

く
支

出
予

定
額

（
共

同
債

等
除

く
）

・
充

当
可

能
特

定
財

源
・

公
営

企
業

債
に

充
て

る
普

通
会

計
か

ら
の

繰
入

見
込

額
・

地
方

債
現

在
高

等
に

係
る

基
準

・
全

職
員

が
自

己
都

合
退

職
し

た
と

仮
定

し
た

場
合

の
退

職
　

財
政

需
要

額
算

入
見

込
額

　
手

当
要

支
給

額
Ｃ

…
標

準
財

政
規

模
の

額
・

公
社

、
地

方
独

立
行

政
法

人
の

負
債

額
Ｄ

…
元

利
償

還
金

等
に

係
る

基
準

財
政

・
損

失
補

償
契

約
を

締
結

し
て

い
る

団
体

等
に

対
す

る
負

担
需

要
額

算
入

額
　

見
込

額

　
　

(ﾛ
)　

資
金

不
足

比
率

・
病

院
事

業
会

計
－

 ％
（

令
和

３
年

度
　

－
 ％

）
・

流
域

下
水

道
事

業
会

計
－

 ％
（

令
和

３
年

度
　

－
 ％

）
・

電
気

事
業

会
計

－
 ％

（
令

和
３

年
度

　
－

 ％
）

・
工

業
用

水
道

事
業

会
計

－
 ％

（
令

和
３

年
度

　
－

 ％
）

・
工

業
用

地
造

成
事

業
会

計
－

 ％
（

令
和

３
年

度
　

－
 ％

）
・

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

特
別

会
計

－
 ％

（
令

和
３

年
度

　
－

 ％
）

資
金

不
足

比
率

＝

　
本

県
で

は
、

す
べ

て
の

公
営

企
業

に
お

い
て

資
金

不
足

は
発

生
し

て
い

ま
せ

ん
。

資
金

不
足

額
事

業
規

模
経

営
健

全
化

基
準

　
20

％

　
公

営
企

業
、

公
社

等
を

含
め

て
、

普
通

会
計

が
将

来
負

担
す

べ
き

実
質

的
な

負
債

の
標

準
財

政
規

模
の

額
に

対
す

る
比

率
で

す
が

、
本

県
で

は
、

早
期

健
全

化
基

準
で

あ
る

40
0％

を
大

幅
に

下
回

っ
て

い
ま

す
。

将
来

負
担

比
率

＝
Ａ

－
Ｂ

Ｃ
－

Ｄ

退
職

手
当

負
担

見
込

額

充
当

可
能

特
定

財
源

基
準

財
政

需
要

額
算

入
見

込
額

将
来

負
担

比
率

（
％

）

区
　

　
　

　
　

分

Ｂ
　

将
来

負
担

額
に

充
当

可
能

な
財

源

Ａ
　

将
来

負
担

額

充
当

可
能

基
金

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

特
別

会
計

病
院

事
業

会
計

公
営

企
業

債
等

繰
入

見
込

額

債
務

負
担

行
為

に
基

づ
く

支
出

予
定

額

Ｃ
　

標
準

財
政

規
模

の
額

Ｄ
　

元
利

償
還

金
等

に
係

る
基

準
財

政
需

要
額

算
入

額

損
失

補
償

契
約

締
結

団
体

等
に

対
す

る
負

担
見

込
額

公
社

、
地

方
独

立
行

政
法

人
の

負
債

額

普
通

会
計

地
方

債
現

在
高

(単
位

：
千

円
)

早
期

健
全

化
基

準
　

40
0％

流
域

下
水

道
事

業
特

別
会

計

令
和

４
年

度

資
金

不
足

比
率

が
な

い
。
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28
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

　　
　　

ⅠⅠ
　　

概概
　　

　　
要要

（
単
位
：
千
円
）

区
　

　
　

分
当

初
予

算
額

繰
越

明
許

費
繰

　
越

　
額

事
故

繰
越

し
繰

　
越

　
額

６
月

補
正

９
月

補
正

(追
加

提
案

含
む

)
計

一
般

会
計

特
別

会
計

計

  ((
11))

　　
歳歳

入入
予予

算算
　

　
　

 一
般

会
計

歳
入

予
算

現
額

の
内

訳
及

び
そ

の
執

行
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

　　
　　

ⅡⅡ
　　

一一
般般

会会
計計

　
令

和
５
年
度
歳
入
歳
出
当
初
予
算
に
つ
い
て
は
、
第
14

8回
「
福
岡
県
財
政
事
情
」
に
お
い
て
説
明
し
た
と
こ
ろ
で
す

が
、

今
回
は
、
こ
れ
に
令
和
４
年
度
か
ら
令
和
５
年
度
に
繰
り
越
し
た
額
を
含
め
た
上
半
期
の
予
算
現
額
に
つ
い
て
説

明
し

ま
す
。

　
令

和
４
年
度
か
ら
の
繰
越
額
は
、
繰
越
明
許
費
繰
越
額
1,

22
8億

3,
98

8万
円
及
び
事
故
繰
越
し
繰
越
額
90

億
4,

78
0万

円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
令

和
５
年
度
上
半
期
（
４
月
～
９
月
）
の
会
計
別
の
予
算
現
額
の
状
況
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

　
令

和
４
年
度
か
ら
の
繰
越
額
を
含
め
た
上
半
期
の
一
般
会
計
歳
入
歳
出
予
算
現
額
２
兆
3,

96
6億

8,
90

1万
円
の
内
訳

及
び

そ
の
執
行
状
況
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

第
２

　
令

和
５

年
度

上
半

期
歳

入
歳

出
予

算
の

状
況

令令
和和

５５
年年

度度
予予

算算
現現

額額
のの

状状
況況

（（
上上

半半
期期

））
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29
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

当初予算額
繰越明許費
繰　越　額

事故繰越し
繰　越　額

６月補正 ９月補正
(追加提案含む)

計(Ａ)
上半期中
収入済額

(Ｂ) 予算現額(Ｃ)
上半期中
収入済額

(Ｄ)

県 税

地方消費税清算金

地 方 譲 与 税

地 方 特 例交 付金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

県 債

歳 入 合 計

令　　和　　５　　年　　度

区　　　　分

令 和 ４年 度 同 期 執 行 状 況

　歳入予算現額２兆3,966億8,901万円に対する９月末日現在の収入済額は、8,993億6,949万円で、収入率は37.5％と前年同期の収入率36.8％と比べ0.7ポイント高く
なっています。

一一般般会会計計歳歳入入予予算算現現額額のの状状況況（（上上半半期期））
（単位：千円，％）

29



30
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

  ((22))　　歳歳出出予予算算

当初予算額
繰越明許費
繰　越　額

事故繰越し
繰　越　額

６月補正 ９月補正 計(Ａ)
上半期中
支出済額

(Ｂ) 予算現額(Ｃ)
上半期中
支出済額

(Ｄ)

議 会 費

総 務 費

保 健 費

環 境 費

生 活 労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

県 土 整 備 費

警 察 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

歳 出 合 計

　　　 一般会計歳出予算現額の内訳及びその執行状況は、次のとおりです。

一一般般会会計計歳歳出出予予算算現現額額のの状状況況（（上上半半期期））
（単位：千円，％）

区　　　　分

令　　和　　５　　年　　度 令 和 ４ 年 度 同 期 執 行 状 況

　歳出予算現額２兆3,966億8,901万円に対する９月末日現在の支出済額は、9,694億7,099万円で、執行率は40.5％と前年同期の執行率40.8％と比べ
0.3ポイント低くなっています。

30



31
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

　　　　ⅢⅢ　　特特別別会会計計

当初予算額
継　続　費
逓次繰越額

繰越明許費
繰　越　額

事故繰越し
繰 越 額 計(A)

上半期中
収入済額

上半期中
支出済額

予算現額(D)
上半期中
収入済額

上半期中
支出済額

財 政 調 整 基 金

公 債 管 理

市 町 村 振 興 基 金

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

災 害 救 助 基 金

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業

県 営 林 造 成 事 業

林 業 改 善 資 金 助 成 事 業

沿岸漁業改善資金助成事業

小規模企業者等設備導入資金貸付事業

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業

住 宅 管 理

計

県営埠頭施設整備運営事業

計

　令和５年度福岡県特別会計歳入歳出予算現額の内訳及びその執行状況は、次のとおりです。

特特別別会会計計歳歳入入歳歳出出予予算算現現額額のの状状況況（（上上半半期期））
（単位：千円，％）

区　　　　分
令　　和　　５　　年　　度 令 和 ４ 年 度 同 期 執 行 状 況

普
通
会
計
に
属
す
る
特
別
会
計

地
方
公
営
企

業
法
非
適
用

の
公
営
企
業

会
計

国 民 健 康 保 険

合　　　　　　計
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32
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

　　
　　
ⅠⅠ

　　
県県

民民
負負

担担
のの

状状
況況

　
こ

の
歳

出
の

裏
付

け
と

な
る

歳
入

は
、

県
税

、
国

庫
支

出
金

、
地

方
交

付
税

及
び

県
債

等
か

ら
構

成
さ

れ
て

い
ま

す
。

こ
れ

ら
の

歳
入

の
う

ち
、

県
税

は
、

令
和

４
年

度
決

算
に

お
い

て
、

総
額

の
30

.0
％

（
令

和
３

年
度

25
.3

％
）

、
自

主
財

源
の

51
.6

％
（

令
和

３
年

度
50

.3
％

）
を

占
め

て
い

ま
す

。
こ

れ
を

県
民

１
人

当
た

り
で

み
ま

す
と

、
次

の
と

お
り

で
す

。

県県
民民

１１
人人

当当
たた

りり
のの

目目
的的

別別
支支

出出
額額

のの
状状

況況

（
注

）
人

口
は

、
住

民
基

本
台

帳
登

載
人

口
と

し
、

令
和

３
年

度
分

は
、

令
和

４
年

１
月

１
日

現
在

の
　

　
5,

10
8,

50
7人

を
、

令
和

４
年

度
分

は
、

令
和

５
年

１
月

１
日

現
在

の
5,

10
4,

92
1人

を
用

い
た

。

  
令令

和和
３３

年年
度度

  
令令

和和
４４

年年
度度

県県
民民

１１
人人

当当
たた

りり
のの

県県
税税

別別
負負

担担
額額

のの
状状

況況

第
３

　
県

民
負

担
の

状
況

等

令令
和和

４４
年年

度度
  
令令

和和
３３

年年
度度

　
令

和
４

年
度

一
般

会
計

歳
出

決
算

の
県

民
１

人
当

た
り

額
は

、
46

5,
34

5円
と

な
り

、
前

年
度

決
算

に
お

け
る

１
人

当
た

り
の

額
52

2,
40

0円
と

比
べ

、
57

,0
55

円
（

10
.9

％
）

減
少

し
て

い
ま

す
。

そ
の

目
的

別
支

出
額

の
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

民

税

県
通

税普 業

税

事 法

人

人

個

旧
法
に
よ
る
税

2円
(0
.0
%)

軽
油
引
取
税

7,
42
3円

(5
.2
%)

ゴ
ル
フ
場
利
用
税

21
5円

(0
.1
%)

県
た
ば
こ
税

1,
29
5円

(0
.9
%)

不
動
産
取
得
税

3,
74
4円

(2
.6
%)

27
,9
11
円
(1
9.
4%
)

法
人

3,
22
6円

(2
.2
%)

利
子
割

61
円
(0
.1
%)

個
人

1,
88
6円

(1
.3
%)

33
,7
76
円
(2
3.
5%
)

35
,6
62
円
(2
4.
8%
)

31
,1
98
円
(2
1.
7%
)

14
3,
64
8円

(9
9.
8%
)

そ
の
他

1円
(0
.0
%)

地
方
消
費
税

51
,2
54
円

(3
5.
6%
)

自
動
車
税

12
,8
56
円
(8
.9
%)

商
工
費

74
,4
07
円

(1
6.
0%
)

教
育
費

62
,6
83
円

(1
3.
5%
)

保
健
費

74
,1
61
円

(1
5.
9%
)

公
債
費

45
,6
53
円

(9
.8
%)

生
活
労
働
費

36
,2
08
円

(7
.8
%)

県
土
整
備
費

34
,8
68
円

(7
.5
%)

警
察
費

25
,7
83
円

(5
.5
%)

総
務
費

17
,9
83
円

(3
.9
%)

農
林
水
産
業
費

11
,5
74
円

(2
.5
%)

環
境
費

55
2円

(0
.1
%)

そ
の
他

81
,4
75
円

(1
7.
5%
)

歳
出

決
算

県
民

１
人

当
た

り

46
5,

34
5円

県
税

県
民

１
人

当
た

り

14
3,

64
8円

狩
猟
税

4円
(0
.0
%)

目
的
税

30
2円

(0
.2
%)

宿
泊
税

25
7円

(0
.2
%)

産
業
廃
棄
物
税

41
円
(0
.0
%)

商
工
費

12
4,
83
9円

(2
3.
9%
)

教
育
費

62
,0
02
円

(1
1.
8%
)

保
健
費

69
,6
06
円

(1
3.
3%
)

公
債
費

44
,8
10
円

(8
.6
%)

生
活
労
働
費

41
,4
26
円

(7
.9
%)

県
土
整
備
費

35
,6
42
円

(6
.8
%)

総
務
費

26
,9
06
円

(5
.2
%)

警
察
費

25
,6
23
円

(4
.9
%)

農
林
水
産
業
費

11
,7
99
円

(2
.3
%)環
境
費

51
3円

(0
.1
%)

そ
の
他

79
,2
32
円

(1
5.
2%
)

歳
出

決
算

県
民

１
人

当
た

り

52
2,

40
0円

民

税

県
通

税普

業
税

事 法
人

人

個

旧
法
に
よ
る
税

7円
(0
.0
%)

軽
油
引
取
税

7,
44
3円

(5
.5
%)

ゴ
ル
フ
場
利
用
税

21
5円

(0
.2
%)

県
た
ば
こ
税

1,
21
6円

(0
.9
%)

不
動
産
取
得
税

3,
26
5円

(2
.4
%)

27
,8
89
円
(2
0.
6%
)

法
人

3,
31
9円

(2
.5
%)

利
子
割

11
7円

(0
.1
%)

個
人

1,
49
8円

(1
.1
%)

31
,8
70
円
(2
3.
6%
)

33
,3
68
円
(2
4.
7%
)

31
,3
25
円
(2
3.
2%
)

13
5,
00
9円

(9
9.
9%
)

そ
の
他

1円
(0
.0
%)

地
方
消
費
税

45
,7
15
円

(3
3.
8%
)

自
動
車
税

12
,4
61
円
(9
.2
%)

県
税

県
民

１
人

当
た

り

13
5,

22
7円

狩
猟
税

4円
(0
.0
%)

宿
泊
税

17
5円

(0
.1
%)

産
業
廃
棄
物
税

32
円
(0
.0
%)

目
的
税

21
0円

(0
.1
%)
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33
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

　　
　　

ⅡⅡ
　　

県県
債債

及及
びび

一一
時時

借借
入入

金金
のの

状状
況況

　
会

計
別

の
県

債
現

在
高

（
金

融
機

関
等

へ
償

還
す
べ
き
現
在
高
）
の
状
況
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

  ((
11))

　　
一一

般般
会会

計計
（
単
位
：
千
円
，
％
）

令
和

３
年

度
末

令
和

４
年

度
末

現
在

高
起

 債
 額

元
金

償
還

額
現

在
高

そ
の

他

退
職

手
当

債

※

保
健

農
林

水
産

県
土

整
備

　
一

般
会

計
（

公
債

管
理

特
別

会
計

を
含
む
。
）
に
係
る
令
和
５
年
度
上
半
期
に
お
け
る
借
入
れ
は
1,
70
0億

円
で

、
上

半
期

中
の

元
金

償
還

金
は

1,
49
2億

9,
46
6万

円
で
あ
り
、
令
和
５
年
９
月
末
の
県
債
の
現
在
高
は
４
兆

4,
67
2億

3,
33
8万

円
と

な
っ

て
い

る
。

災
害

援
護

資
金

貸
付

事
業

債

減
収

補
塡

債

保
健

生
活

労
働

農
林

水
産

区
　

　
　

　
　

分

環
境

普
通

債

総
務

県
土

整
備

商
工

特
別

転
貸

債

教
育

総
務

公
営

住
宅

公
営

住
宅

産
炭

地
域

開
発

都
市

高
速

道
路

災
害

復
旧

債

生
活

労
働

環
境

計

減
税

補
塡

債

会会
計計

別別
県県

債債
現現

在在
高高

（（
金金

融融
機機

関関
等等

へへ
償償

還還
すす

べべ
きき

現現
在在

高高
））

のの
状状

況況

構
成

比

臨
時

税
収

補
塡

債

令
和

４
年

度
中

増
減

額

警
察

教
育

臨
時

財
政

対
策

債

調
整

債

33



34
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

  ((
22))

　　
特特

別別
会会

計計
（
単
位
：
千
円
，
％
）

令
和

３
年

度
末

令
和

４
年

度
末

現
在

高
起

 債
 額

元
金

償
還

額
現

在
高

  ((
33))

　　
企企

業業
会会

計計
（
単
位
：
千
円
，
％
）

令
和

３
年

度
末

令
和

４
年

度
末

現
在

高
起

 債
 額

元
金

償
還

額
現

在
高

（
単
位
：
千
円
）

工
業

用
地

造
成

事
業

債

計

〃
　

 ５
月

 〃

就
農

支
援

資
金

貸
付

事
業

債

令
和

４
年

度
中

増
減

額

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

債

〃
　

 ８
月

 〃

〃
　

 ９
月

 〃

令令
和和

５５
年年

度度
上上

半半
期期

一一
時時

借借
入入

金金
のの

状状
況況

区
　

　
　

　
分

県
営

林
造

成
事

業
債

構
成

比
区

　
　

　
　

　
分

小
規

模
企

業
者

等
設

備
導

入
資

金
貸

付
事

業
債

計

令
和

５
年

４
月

末
現

在

令
和

４
年

度
中

増
減

額
区

　
　

　
　

　
分

　
企

業
会

計
に

係
る

令
和

５
年

度
上

半
期
に
お
け
る
借
入
れ
は
な
く
、
上
半
期
中
の
元
金
償
還
金
は
16
億
4,
80
8

万
円

で
あ

り
、

令
和

５
年

９
月

末
の

県
債
の
現
在
高
は
50
3億

27
3万

円
と
な
っ
て
い
る
。

工
業

用
水

道
事

業
債

流
域

下
水

道
事

業
債

電
気

事
業

債

　
特

別
会

計
に

係
る

令
和

５
年

度
上

半
期
に
お
け
る
借
入
れ
は
な
く
、
上
半
期
中
の
元
金
償
還
金
は
33
億
34
1万

円
で

あ
り

、
令

和
５

年
９

月
末

の
県

債
の
現
在
高
は
61
2億

13
4万

円
と
な
っ
て
い
る
。

※ ※母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

事
業

債

〃
　

 ７
月

 〃

構
成

比

病
院

事
業

債

　
一

時
借

入
金

は
、

県
税

、
国

庫
支

出
金

等
の

収
入
が
、
こ
れ
を
財
源
と
す
る
事
業
費
等
の
支
出
時
期
と
必
ず
し
も

一
致

し
な

い
た

め
、

一
時

的
に

資
金

が
不

足
す

る
こ
と
に
な
る
場
合
に
、
あ
ら
か
じ
め
議
会
の
議
決
を
得
た
額
の
範

囲
内

で
金

融
機

関
な

ど
か

ら
年

度
内

に
返

還
す

る
こ
と
を
条
件
に
借
り
入
れ
る
も
の
で
す
。

　
令

和
５

年
度

上
半

期
に

お
け

る
各

月
末

の
一

時
借
入
金
の
現
在
高
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

〃
　

 ６
月

 〃

一
 時

 借
 入

 金
 借

 入
 現

 在
 高

34



35
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

　　
　　
ⅢⅢ

　　
県県

有有
財財

産産
のの

状状
況況

  ((
11))

　　
土土

地地
及及

びび
建建

物物

  ((
22))

　　
山山

林林
（（

行行
政政

財財
産産

））
  ((

33))
　　

物物
　　

　　
権権

  ((
44))

　　
動動

産産
（（

行行
政政

財財
産産

））

  ((
55))

　　
無無

体体
財財

産産
権権

（（
普普

通通
財財

産産
））

  ((
66))

　　
有有

価価
証証

券券

  ((
77))

　　
出出

資資
にに

よよ
るる

権権
利利

  ((
88))

　　
物物

品品
総

ト
ン

数
20

ト
ン

未
満

の
船

舶

63
4品

目

  ((
99))

　　
債債

権権

  ((
1100

))  
基基

金金
及及

びび
基基

金金
にに

準準
じじ

るる
もも

のの

自
動

車

ほ
か

債
権

総
額

65
,1

60
,1

10
千

円

59
3台

船
舶

特
許

権

著
作

権

普
通

財
産

(㎡
)

実
用

新
案

権

意
匠

権

株
券

等

出
資

総
額

育
成

者
権

商
標

権

立
木

の
推

定
蓄

積
量

(㎥
)

区
　

　
　

　
分

行
政

財
産

(㎡
)

合
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 計

面
積

（
㎡

）

土
地

 (
㎡

)
建

物
 (

㎡
)

土
地

 (
㎡

)
建

物
 (

㎡
)

行
　

政
　

財
　

産
普

　
通

　
財

　
産

公
共

用
財

産

合
計

地
上

権

地
役

権

合
計

分
収

　
県

が
保

有
し

て
い

る
財

産
は

大
別

す
る

と
、

土
地

、
建

物
な

ど
の

公
有

財
産

、
自

動
車

な
ど

の
物

品
、

債
権

及
び

基
金

が
あ

り
ま

す
。

県
は

、
こ

れ
ら

の
財

産
を

常
に

良
好

な
状

態
で

管
理

し
適

切
な

運
営

を
行

う
よ

う
努

め
て

い
ま

す
。

　
令

和
５

年
３

月
31

日
現

在
に

お
け

る
県

有
財

産
の

概
要

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

職
　

　
 員

 　
　

住
 　

　
宅

そ
　

　
　

　
 の

　
　

　
　

他

そ
の

他
の

施
設

区
　

　
　

　
　

分

本
　

　
　

　
庁

　
　

　
　

舎

警
察

（
消

防
）

施
設

そ
の

他
の

施
設

そ
の

他
の

行
政

機
関

公
園

土
地

の
権

利
の

区
分

山
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 林

学
校

県
営

住
宅

21
7,

11
1,

19
4千

円

所
有

75
0,

55
3,

84
7千

円

４
隻

11
9件

14
5件 １
件

14
件

35
件

23
件

39
2,

85
0千

円

８
隻

35



36
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

第
４

公
営

企
業
会
計

の
状

況

ⅠⅠ
電電
気気
事事
業業
会会
計計

事
業
の
概
況

ｲ
施

設
の

概
要

本
県

の
電

気
事

業
は

、
矢

部
川

水
系

の
日

向
神

ダ
ム

及
び

松
瀬

ダ
ム

並
び

に
那

珂
川

水
系

の
南

畑
ダ

ム
の

貯
水

を

利
用

し
て

、
八

女
市

黒
木

町
の

大
渕

発
電

所
（

最
大

出
力

）
及

び
木

屋
発

電
所

（
最

大
出

力
）

並
び

に
那

珂
川

市
の

ち
く

し
発

電
所
（

最
大

出
力

）
で
、
年
間
目
標
供
給
電
力
量

時
の
発
電

を
行
い
、
九

州
電

力
株

に
供

給
し

て
い

ま
す

。

ﾛ
発

電
の

概
要

令
和

５
年

度
上

半
期

に
お

け
る

発
電

の
概

要
は

、
次

表
の

と
お

り
で

す
。

令
和
５
年
度
上
半
期
月
別
発
電
実
績

（
単

位
：

）

月
別

発
生

電
力

量
所

内
消

費
電

力
量

供
給

電
力

量

４ ５ ６ ７ ８ ９ 計

令
和
５
年
度
上
半
期
業
務
量

（
単

位
：

、
％

）

区
分

目
標

供
給

電
力

量
発

生
電

力
量

供
給

電
力

量
達

成
率

令
和
５

年
４

月
日

か
ら

令
和
５

年
９

月
日

ま
で

経
理
の
状
況

ｲ
経

理
の

概
要

令
和

５
年

度
上

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高

試
算

表
は
「

別
表

１
」、

資
金

収
支

表
は
「

別
表

２
」
の

と
お

り
で

す
。

ﾛ
一

時
借

入
金

上
半

期
に

お
け

る
一

時
借

入
金

は
あ

り
ま

せ
ん

。
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37
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
１
」

（
単

位
：

円
）

残
　

　
　

　
高

合
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
計

残
　

　
　

　
高

水
力

発
電

設
備

　

減
価

償
却

累
計

額

業
務

設
備

減
価

償
却

累
計

額

建
設

仮
勘

定

投
資

有
価

証
券

他
会

計
貸

付
金

そ
の

他
の

投
資

現
金

預
金

営
業

未
収

入
金

諸
未

収
入

金
　

貯
蔵

品

前
払

金
　

前
払

費
用

そ
の

他
の

流
動

資
産

企
業

債
（

固
定

負
債

）

退
職

給
付

引
当

金

特
別

修
繕

引
当

金

大
規

模
点

検
引

当
金

企
業

債
（

流
動

負
債

）

未
払

金

未
払

費
用

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

修
繕

引
当

金

預
り

金

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

資
本

金

国
庫

補
助

金

そ
の

他
の

資
本

剰
余

金

減
債

積
立

金

建
設

改
良

積
立

金

未
処

分
利

益
剰

余
金

電
力

料

　
営

業
雑

収
益

　
受

託
運

転
益

　
受

取
利

息

過
年

度
損

益
修

正
益

長
期

前
受

金
戻

入

　
雑

収
益

水
力

発
電

費

一
般

管
理

費

支
払

利
息

過
年

度
損

益
修

正
損

雑
損

失

特
別

損
失

仮
払

消
費

税

　
仮

受
消

費
税

計

合
　
計
　
残
　
高
　
試
　
算
　
表

（
令

和
５

年
９

月
30

日
）

借
　

　
　

　
　

　
　

方
科

　
　

　
　

　
　

目
貸

　
　

　
　

　
　

　
方

37



38
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別

表
２

」

（
単
位
：
円
）

 (
3)

　
決

算
の

概
要

第
１

款
　

電
気

事
業

収
益

円
第
１
款
　
電
気
事
業
費

円

　
第

１
項

　
営

業
収

益
円

　
第
１
項
　
営
業
費
用

円

　
第

２
項

　
財

務
収

益
円

　
第
２
項
　
財
務
費
用

円

　
第

３
項

　
事

業
外

収
益

円
　
第
３
項
　
事
業
外
費
用

円

　
第
４
項
　
予
備
費

円

第
１

款
　

資
本

的
収

入
円

第
１
款
　
資
本
的
支
出

円

　
第
１
項
　
建
設
改
良
費

円

　
第
２
項
　
企
業
債
償
還
金

円

　
第
３
項
　
予
備
費

円

　
（

注
）

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足
す
る
額
15
7,
75
8,
95
1円

は
、
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額

　
　

　
 1
4,
00
3,
08
6円

、
減

債
積

立
金

3,
72
5,
01
3円

、
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
14
0,
03
0,
85
2円

で
補

　
　

  
 塡

し
た

。

収
　

　
　

　
入

支
　
　
　
　
出

（
資
本
的
収
入
及
び
支
出
）

令
和

４
年

度
福

岡
県

電
気

事
業

会
計

の
決

算
の

概
要

は
次

の
と

お
り

で
、

損
益

計
算

書
は

「
別

表
３

」
、

　
　

 剰
余

金
計

算
書

は
「

別
表

４
」

、
剰

余
金

処
分
計
算
書
は
「
別
表
５
」
、
貸
借
対
照
表
は
「
別
表
６
」
の
と
お

  
 　

り
で

す
。

（
収
益
的
収
入
及
び
支
出
）

収
　

　
　

　
入

支
　
　
　
　
出

収
支

差
引

収
　

　
　

支
前

年
度

よ
り

の
繰

越
し

翌
月

へ
の

繰
越

し他
会

計
貸

付
金

貯
蔵

品

水
力

発
電

費
戻

入
法

定
福

利
費

引
当

金

一
般

管
理

費
戻

入
過

年
度

損
益

修
正

損

過
年

度
損

益
修

正
益

退
職

給
付

引
当

金

他
会

計
貸

付
金

賞
与

引
当

金

諸
未

収
入

金
前

払
金

預
り

金
預

り
金

固
定

資
産

売
却

益
未

払
金

営
業

未
収

入
金

未
払

費
用

受
取

利
息

設
備

費

雑
収

益
企

業
債

営
業

雑
収

益
一

般
管

理
費

受
託

運
転

益
支

払
利

息

受
入

資
金

支
払

資
金

電
力

料
水

力
発

電
費

資
　

　
金

　
　

収
　

　
支

　
　

表

（
令
和
５
年
９
月
30
日
）

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額
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39
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
３
」

（
単

位
：

円
）

１ ２ ３ ４
営

業
外

費
用

水
力

発
電

費

一
般

管
理

費

経
常

利
益

営
業

利
益

営
業

外
収

益

電
力

料

支
払

利
息

営
業

雑
収

益

令
和
４
年
度
福
岡
県
電
気
事
業
損
益
計
算
書

受
取

利
息

営
業

収
益

営
業

費
用令
和

４
年

４
月

１
日

か
ら

令
和

５
年

３
月

31
日

ま
で

）

受
託

運
転

益

過
年

度
損

益
修

正
益

長
期

前
受

金
戻

入

雑
収

益

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

当
年

度
純

利
益

そ
の

他
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額

39



40
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「別表４」

(単位：円)

国 庫 そ の 他 の 資 本 剰 余 減 債 建 設 改 良 未 処 分 利 益 利 益 剰 余
補 助 金 資 本 剰 余 金 金 合 計 積 立 金 積 立 金 剰 余 金 金 合 計

前年度末残高

前年度処分額 △ 44,527,260 △ 7,692,155

議会の議決による処分額 △ 7,692,155 △ 7,692,155

資本金への組入 △ 7,692,155 △ 7,692,155

条例第７条による処分額 △ 36,835,105

利益剰余金の受入

減債積立金の積立 △ 2,479,147 △ 2,479,147 △ 2,479,147

建設改良積立金の積立 △ 34,355,958 △ 34,355,958 △ 34,355,958

（繰越利益剰余金）

当年度変動額 △ 3,725,013

減債積立金の振替 △ 3,725,013

当年度純利益

（当年度未処分利益剰余金）

当年度末残高

資 本 合 計

令和４年度福岡県電気事業剰余金計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

利 益 剰 余 金

処分後残高

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

40



41
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
５
」

（
単

位
：

円
）

当
年

度
末

残
高

議
会

の
議

決
に

よ
る

処
分

額

資
本

金
へ

の
組

入

条
例

第
７

条
に

よ
る

処
分

額

建
設

改
良

積
立

金
の

積
立

「
別
表
６
」

（
単

位
：

円
）

１

イ ロ ハ イ イ

２ ３

イ ロ ハ

４

資
本

剰
余

金

未
処

分
利

益

剰
余

金

△
 3

,7
25

,0
13

資
本

金

令
和
４
年
度
福
岡
県
電
気
事
業
剰
余
金
処
分
計
算
書

資
産

の
部

負
債

の
部

固
定

負
債

合
計

流
動

負
債

未
払

金

未
払

費
用

引
当

金

退
職

給
付

引
当

金

大
規

模
点

検
引

当
金

特
別

修
繕

引
当

金

流
動

資
産

合
計

資
産

合
計

固
定

負
債

営
業

未
収

入
金

諸
未

収
入

金

貯
蔵

品

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計

流
動

資
産

現
金

預
金

電
話

加
入

権

無
形

固
定

資
産

合
計

投
資

そ
の

他
の

資
産

他
会

計
貸

付
金

建
設

仮
勘

定

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

業
務

設
備

減
価

償
却

累
計

額

減
価

償
却

累
計

額

△
 3

,7
25

,0
13

△
 3

0,
95

4,
26

4

有
形

固
定

資
産

水
力

発
電

設
備

（
令

和
５

年
３

月
31

日
）

令
和
４
年
度
福
岡
県
電
気
事
業
貸
借
対
照
表

△
 3

0,
95

4,
26

4

（
繰

越
利

益
剰

余
金

）

固
定

資
産

処
分

後
残

高

41



42
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

イ ロ ハ

５ ６ ７

イ ロ イ ロ

 (
4)

　
予

算
の

概
要

　
　

　
 令

和
５

年
度

福
岡

県
電

気
事

業
会

計
の

予
算

の
概

要
は

、
前

回
（

第
14

8回
）

説
明

し
た

と
お

り
で

す
。

賞
与

引
当

金

繰
延

収
益

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

資
本

金

預
り

金

資
本

の
部

資
本

合
計

資
本

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金

負
債

資
本

合
計

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

利
益

剰
余

金
合

計

剰
余

金
合

計

建
設

改
良

積
立

金

剰
余

金

資
本

剰
余

金

国
庫

補
助

金

そ
の

他
の

資
本

剰
余

金

流
動

負
債

合
計

負
債

合
計

繰
延

収
益

合
計

法
定

福
利

費
引

当
金

引
当

金

修
繕

引
当

金
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令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

ⅡⅡ
工工
業業
用用
水水
道道
事事
業業
会会
計計

事
業
の
概
況

本
県

の
工

業
用

水
道

事
業

は
、
苅

田
、
大

牟
田

、
鞍

手
・
宮

田
及

び
田

川
の

四
事

業
で

、
令

和
５

年
度

上
半

期
に

お
け

る
そ

れ
ぞ

れ
の

事
業

の
概

要
は

次
の

と
お

り
で

す
。

①
苅

田
工

業
用

水
道

事
業

ｲ
施

設
の

概
要

こ
の

事
業

は
、

行
橋

市
を

貫
流

す
る

二
級

河
川

今
川

下
流

に
取

水
堰

を
設

け
て

、
最

大
取

水
量

１
日

当
た

り

ｍ
を
取
水
し
、
そ
の
う
ち
１
日
当
た
り

ｍ
を
渇
水
期
に
備
え
て
殿
川
ダ
ム
（
有
効
貯
水
量

ｍ
）
に
貯
水
し
、
残
り
の
１
日
当
た
り

ｍ
を
苅
田
町
内
の
企
業
に
対
し
て
工
業
用
水
を
供
給
す
る
も
の
で
、

現
在
Ｕ
Ｂ
Ｅ
三
菱
セ
メ
ン
ト
㈱
苅
田
セ
メ
ン
ト
工
場
ほ
か

社
に

対
し

、
１

日
当

た
り

ｍ
の

供
給

を
行

っ
て

い
ま

す
。

ﾛ
給

水
の

概
要

令
和

５
年

度
上

半
期

に
お

け
る

給
水

の
実

績
は

次
の

と
お

り
で

す
。

令
和
５
年
度
上
半
期
給
水
実
績
表

給
水

能
力

ｍ
日

単
位

ｍ

月
別

基
本

使
用

水
量

超
過

使
用

水
量

合
計

４ ５ ６ ７ ８ ９ 計

②
大

牟
田

工
業

用
水

道
事

業

ｲ
施

設
の

概
要

こ
の

事
業

は
、
有

明
・
大

牟
田

地
区

新
産

業
都

市
建

設
促

進
の

た
め

の
基

盤
事

業
の

一
環

と
し

て
計

画
さ

れ
た

も

の
で
、
熊
本
県
を
流
れ
る
一
級
河
川
菊
池
川
下
流
白
石
地
点
か
ら
１
日
当
た
り

ｍ
を
取

水
し
、
大
牟
田
地
区

に
対

し
、
工

業
用

水
を

供
給

す
る

も
の

で
、
現

在
三

井
化

学
㈱

大
牟

田
工

場
ほ

か
社

に
対

し
､１

日
当

た
り

ｍ
の

供
給

を
行

っ
て

い
ま

す
。

ﾛ
給

水
の

概
要

令
和

５
年

度
上
半

期
に

お
け

る
給

水
の

実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。

令
和
５
年
度
上
半
期
給
水
実
績
表

給
水

能
力

ｍ
日

単
位

ｍ

月
別

基
本

使
用

水
量

超
過

使
用

水
量

合
計

４ ５ ６ ７ ８ ９ 計
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44
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

③
鞍

手
・

宮
田

工
業

用
水

道
事

業

ｲ
施

設
の

概
要

こ
の

事
業

は
、
地

域
振

興
整

備
公

団
か

ら
鞍

手
工

業
用

水
道

及
び

宮
田

工
業

用
水

道
の

施
設

の
譲

渡
を

受
け

、
平

成
年

４
月

か
ら

事
業

開
始

し
た

も
の

で
、
鞍

手
町

に
所

在
す

る
木

月
池

及
び

浮
州

池
並

び
に

宮
若

市
の

犬
鳴

ダ
ム

を
水
源
と
し
て
、
中
間
市
、
宮
若
市
、
遠
賀
町
、
鞍
手
町
に
立
地
す
る
企
業
に
対
し
、
１
日
当
た
り

ｍ
の
工

業
用
水
を
供
給
す
る
も
の
で
、
現
在
ト
ヨ
タ
自
動
車
九
州
㈱
ほ
か

社
に
対
し
、
１
日
当
た
り

ｍ
の
供
給
を
行

っ
て

い
ま

す
。

ﾛ
給

水
の

概
要

令
和

５
年

度
上

半
期

に
お

け
る

給
水

の
実

績
は

次
の

と
お

り
で

す
。

令
和
５
年
度
上
半
期
給
水
実
績
表

給
水

能
力

ｍ
日

単
位

ｍ

月
別

基
本

使
用

水
量

超
過

使
用

水
量

合
計

４ ５ ６ ７ ８ ９ 計

④
田

川
工

業
用

水
道

事
業

ｲ
施

設
の

概
要

こ
の

事
業

は
、
独

立
行

政
法

人
中

小
企

業
基

盤
整

備
機

構
か

ら
田

川
工

業
用

水
道

の
施

設
の

譲
渡

を
受

け
、
平

成

年
４

月
か

ら
事

業
開

始
し

た
も

の
で

、
陣

屋
ダ

ム
を

水
源
と
し
て
、
田
川
市
、
川
崎
町
に
立
地
す
る
企
業
に
対
し
、

１
日
当
た
り

ｍ
の
工
業
用
水
を
供
給
す
る
も
の
で
、
現
在
三
好
食
品
工
業

株
ほ
か

社
に
対
し
、
１
日
当
た

り
ｍ

の
供
給
を
行
っ
て

い
ま

す
。

ﾛ
給

水
の

概
要

令
和

５
年

度
上
半

期
に

お
け

る
給

水
の

実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。

令
和
５
年
度
上
半
期
給
水
実
績
表

給
水

能
力

ｍ
日

単
位

ｍ

月
別

基
本

使
用

水
量

超
過

使
用

水
量

合
計

４ ５ ６ ７ ８ ９ 計 経
理
の
状
況

ｲ
経

理
の

概
要

令
和

５
年

度
上
半

期
に

お
け

る
合

計
残

高
試

算
表

は
「

別
表

１
」

、
資

金
収

支
表

は
「

別
表

２
」

の
と

お
り

で

す
。

ﾛ
企

業
債

企
業

債
の

現
在

高
は

、
円

で
す

。

ﾊ
一

時
借

入
金

上
半

期
に

お
け

る
一

時
借

入
金

は
あ

り
ま

せ
ん

。
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45
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
１
」

（
令

和
５

年
９

月
30

日
）

（
単

位
：

円
）

残
　

　
　

　
高

合
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
計

残
　

　
　

　
高

土
地

建
物

　

建
物

減
価

償
却

累
計

額

構
築

物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

機
械

装
置

減
価

償
却

累
計

額

車
両

運
搬

具

車
両

運
搬

具
減

価
償

却
累

計
額

工
具

器
具

及
び

備
品

工
具

器
具

備
品

減
価

償
却

累
計

額

共
有

設
備

共
有

設
備

減
価

償
却

累
計

額

建
設

仮
勘

定

そ
の

他
の

有
形

固
定

資
産

水
利

権

地
上

権

施
設

利
用

権

ダ
ム

使
用

権

電
話

加
入

権

そ
の

他
の

投
資

現
金

預
金

営
業

未
収

入
金

営
業

外
未

収
入

金

貯
蔵

品

前
払

金

前
払

費
用

仮
払

消
費

税

　
企

業
債

（
固

定
負

債
）

　
退

職
給

付
引

当
金

　
企

業
債

（
流

動
負

債
）

未
払

金

未
払

費
用

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

修
繕

引
当

金

前
受

金

そ
の

他
預

り
金

仮
受

消
費

税

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

　
資

本
金

　
国

庫
補

助
金

　
受

贈
財

産
評

価
額

　
減

債
積

立
金

建
設

改
良

積
立

金

未
処

分
利

益
剰

余
金

　
給

水
収

益

　
営

業
雑

収
益

　
受

取
利

息

過
年

度
損

益
修

正
益

そ
の

他
の

特
別

利
益

雑
収

益

業
務

費

一
般

管
理

費

支
払

利
息

計

合
　
計
　
残
　
高
　
試
　
算
　
表

借
　

　
　

　
　

　
　

方
科

　
　

　
　

　
　

目
貸

　
　

　
　

　
　

　
方
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令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別

表
２

」

（
単

位
：

円
）

 (
3)

　
決

算
の

概
要

第
１

款
　

工
業

用
水

道
事

業
収

益
円

第
１

款
　

工
業

用
水

道
事

業
費

円

　
第

１
項

　
営

業
収

益
円

　
第

１
項

　
営

業
費

用
円

　
第

２
項

　
営

業
外

収
益

円
　

第
２

項
　

営
業

外
費

用
円

　
第

３
項

　
特

別
利

益
円

　
第

３
項

　
予

備
費

円

第
１

款
　

資
本

的
収

入
円

第
１

款
　

資
本

的
支

出
円

　
第

１
項

　
企

業
債

円
　

第
１

項
　

建
設

改
良

費
円

　
第

２
項

　
国

庫
補

助
金

円
　

第
２

項
　

企
業

債
償

還
金

円

　
第

３
項

　
予

備
費

円

資
　

　
金

　
　

収
　

　
支

　
　

表

（
令

和
５

年
９

月
30

日
）

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

受
入

資
金

支
払

資
金

給
水

収
益

業
務

費

営
業

雑
収

益
一

般
管

理
費

受
取

利
息

支
払

利
息

雑
収

益
設

備
費

過
年

度
損

益
修

正
益

企
業

債

営
業

未
収

入
金

未
払

金

営
業

外
未

収
入

金
未

払
費

用

そ
の

他
預

り
金

前
払

金

前
受

金
そ

の
他

預
り

金

戻
入

退
職

給
付

引
当

金

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

修
繕

引
当

金

貯
蔵

品

収
支

差
引

収
　

　
　

支
前

年
度

よ
り

の
繰

越
し

翌
月

へ
の

繰
越

し

　
　

　
 令

和
４

年
度

福
岡

県
工

業
用

水
道

事
業

会
計

の
決

算
の

概
要

は
、

次
の

と
お

り
で

、
損

益
計

算
書

は
「

別
表

　
　

 ３
」

、
剰

余
金

計
算

書
は

「
別

表
４

」
、

剰
余

金
処

分
計

算
書

は
「

別
表

５
」

、
貸

借
対

照
表

は
「

別
表

６
」

　
　

 の
と

お
り

で
す

。

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）

  
  

収
　

　
　

　
入

  
 支

　
　

　
　

出

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）

  
  

収
　

　
　

　
入

  
 支

　
　

　
　

出

　
　

　
損

益
勘

定
留

保
資

金
25

4,
76

8,
25

6円
で

補
塡

し
た

。

　
（

注
）

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
59

4,
74

1,
70

9円
は

、
消

費
税

資
本

的
収

支
調

整

　
　

　
額

32
,5

23
,7

09
円

、
減

債
積

立
金

24
7,

68
6,

38
5円

、
建

設
改

良
積

立
金

59
,7

63
,3

59
円

、
過

年
度

分
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47
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
３
」

令
和
４
年
度
福
岡
県
工
業
用
水
道
事
業
損
益
計
算
書

（
単

位
：

円
）

１ ２ ３ ４ ５

　
（

令
和

４
年

４
月

１
日

か
ら

令
和

５
年

３
月

31
日

ま
で

)

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

特
別

利
益

受
取

利
息

雑
収

益

一
般

管
理

費

長
期

前
受

金
戻

入

営
業

外
費

用

支
払

利
息

営
業

外
収

益

経
常

利
益

雑
支

出

過
年

度
損

益
修

正
益

過
年

度
損

益
修

正
損

そ
の
他
未
処
分
利
益
剰
余
金
変
動
額

営
業

収
益

営
業

費
用

給
水

収
益

営
業

雑
収

益

減
価

償
却

費

営
業

利
益

資
産

減
耗

費

業
務

費

そ
の

他
の

特
別

利
益
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48
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「別表４」

（単位：円）

国 庫 受贈財産 資本剰余 減 債 建 設 改 良 未処分利益 利 益 剰 余
補 助 金 評 価 額 金 合 計 積 立 金 積 立 金 剰　余　金 金 合 計

前年度末残高

前年度処分額 △ 809,796,034 △ 289,445,401

議会の議決による処分額 △ 289,445,401 △ 289,445,401

資本金への組入 △ 289,445,401 △ 289,445,401

条例第７条による処分額 △ 520,350,633

利益剰余金の受入 △ 520,350,633

（繰越利益剰余金）

当年度変動額 △ 247,686,385 △ 59,763,359

減債積立金の振替 △ 247,686,385

建設改良積立金の振替 △ 59,763,359

当年度純利益

（当年度未処分利益剰余金）

令和４年度福岡県工業用水道事業剰余金計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで)

当年度末残高

剰 余 金

資　本　金 資 本 合 計
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

処分後残高
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49
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
５
」

令
和
４
年
度
福
岡
県
工
業
用
水
道
事
業
剰
余
金
処
分
計
算
書
　

（
単

位
：

円
）

当
年
度
末
残
高

議
会
の
議
決
に
よ
る
処
分
額

資
本
金
へ
の
組
入

条
例
第
７
条
に
よ
る
処
分
額

減
債
積
立
金
の
積
立

建
設
改
良
積
立
金
の
積
立

「
別
表
６
」

令
和
４
年
度
福
岡
県
工
業
用
水
道
事
業
貸
借
対
照
表
　

（
単

位
：

円
）

１

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ リ イ ロ ハ ニ ホ イ
そ

の
他

の
投

資

２

無
形

固
定

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計

処
分
後
残
高 地

上
権

有
形

固
定

資
産

合
計

施
設

利
用

権

電
話

加
入

権

流
動

資
産

現
金

預
金

営
業

未
収

入
金

営
業

外
未

収
入

金

ダ
ム

使
用

権

構
築

物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

累
計

額

無
形

固
定

資
産

有
形

固
定

資
産

固
定

資
産

建
設

仮
勘

定

そ
の

他
の

有
形

固
定

資
産

工
具

器
具

及
び

備
品

工
具

器
具

及
び

備
品

減
価

償
却

累
計

額

共
有

設
備

共
有

設
備

減
価

償
却

累
計

額

　
　
資
　
　
　
　
産
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

土
地

水
利

権

車
両

運
搬

具
減

価
償

却
累

計
額

建
物

建
物

減
価

償
却

累
計

額

車
両

運
搬

具

（
令

和
５

年
３

月
31
日

）

資
　
　
　
　
　
本

剰
　
　
余
　
　
金

資
　
本
　
金

△
 3
60
,0
63
,0
62

未
 処

 分
 利

 益
剰
　
　
余
　
　
金

△
 3
07
,4
49
,7
44

△
 3
07
,4
49
,7
44

△
 5
90
,3
01
,7
34

△
 2
30
,2
38
,6
72

（
繰
越
利
益
剰
余
金
）

投
資

そ
の

他
の

資
産

投
資
そ
の
他
の
資
産
合
計

49



50
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

３

イ

４

イ ロ ハ

５ ６ ７

イ ロ イ ロ ハ

 (
4)

　
予

算
の

概
要

前
受

金

引
当

金

賞
与

引
当

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

繰
延

収
益

合
計

修
繕

引
当

金

前
払

金

前
払

費
用

資
産

合
計

貯
蔵

品

流
動

資
産

合
計

企
業

債

企
業

債

そ
の

他
預

り
金

固
定

負
債

合
計

流
動

負
債

法
定

福
利

費
引

当
金

負
債

資
本

合
計

利
益

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金

剰
余

金
合

計

建
設

改
良

積
立

金

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

資
本

合
計

減
債

積
立

金

剰
余

金

受
贈

財
産

評
価

額

流
動

負
債

合
計

負
債

合
計

繰
延

収
益

長
期

前
受

金

国
庫

補
助

金

資
本

剰
余

金

　
　
　
 令

和
５

年
度

福
岡

県
工

業
用

水
道

事
業

会
計

の
予

算
の

概
要

は
、

前
回

（
第

14
8回

）
説

明
し

た
と

お
り

で
す

。

資
本

剰
余

金
合

計

　
　
資
　
　
　
　
本
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

資
本

金

引
当

金

退
職

給
付

引
当

金

未
払

金

未
払

費
用

　
　
負
　
　
　
　
債
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

固
定

負
債
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51
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

ⅢⅢ
工工
業業
用用
地地
造造
成成
事事
業業
会会
計計

事事
業業
のの
概概
況況

本
県
の
工
業
用
地
造
成
事
業
は
、
従
来
臨
海
部
の
み
で
あ
っ
た
も
の
を
、
平
成
４
年
度
か
ら
内
陸
部
に
お
い
て
も

実
施
し
て
い
ま
す
。

現
在
ま
で
に
、
臨
海
部
に
つ
い
て
は
、
小
波
瀬
地
区
臨
海
工
業
用
地
造
成
事
業
、
白
石
地
区
臨
海
工
業
用
地
造
成

事
業
及
び
２
号
地
地
区
臨
海
工
業
用
地
造
成
事
業
（
い
ず
れ
も
京
都
郡
苅
田
町
）
の
３
事
業
を
、
内
陸
部
に
つ
い
て

は
、
豊
前
東
部
工
業
用
地
造
成
事
業
（
豊
前
市
）
、
前
原
Ｉ
Ｃ
南
地
区
工
業
用
地
造
成
事
業
（
糸
島
市
）
及
び
磯
光

地
区
工
業
用
地
造
成
事
業
（
宮
若
市
）
の
３
事
業
を
実
施
し
て
き
ま
し
た
。
現
在
、
久
留
米
・
う
き
は
工
業
用
地
造

成
事
業
（
久
留
米
市
及
び
う
き
は
市
）
、
宮
若
北
部
工
業
用
地
造
成
事
業
（
宮
若
市
）
及
び
直
方
・
鞍
手
工
業
用
地

造
成
事
業
（
直
方
市
及
び
鞍
手
郡
鞍
手
町
）
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

①
小
波
瀬
地
区
臨
海
工
業
用
地
造
成
事
業

昭
和
年
度
に
完
成
し
た
埋
立
面
積
約

の
う
ち
、
道
路
・
そ
の
他
の
公
共
用
地
を
除
く
約

を
、
日

産
自
動
車
㈱
外

社
に
全
て
売
却
し
て
い
ま
す
。

②
白
石
地
区
臨
海
工
業
用
地
造
成
事
業

小
波
瀬
地
区
臨
海
工
業
用
地
の
背
後
地
約

を
、
小
波
瀬
地
区
と
一
体
と
し
て
開
発
整
備
し
た
も
の
で
、
道
路

・
そ
の
他
の
公
共
用
地
を
除
く
約

を
、
日
産
自
動
車
㈱
外
４
社
等
に
全
て
売
却
し
て
い
ま
す
。

③
２
号
地
地
区
臨
海
工
業
用
地
造
成
事
業

昭
和

年
度
に
完
成
し
た
埋
立
面
積
約

の
う
ち
、
道
路
・
そ
の
他
の
公
共
用
地
を
除
く
工
業
用
地
、
公
共

埠
頭
用
地
等
約

及
び
岸
壁

ｍ
を
、
日
産
自
動
車
㈱
外

社
及
び
福
岡
県
港
湾
管
理
者
に
全
て
売
却
し
て
い

ま
す
。

④
豊
前
東
部
工
業
用
地
造
成
事
業

平
成
７
年
度
に
完
成
し
た
造
成
面
積
約

の
う
ち
、
道
路
・
そ
の
他
の
公
共
用
地
を
除
く
約

を
、
フ
レ

ゼ
ニ
ウ
ス

メ
デ
ィ
カ
ル

ケ
ア

ジ
ャ
パ
ン
㈱
外
６
社
に
全
て
売
却
し
て
い
ま
す
。

⑤
前
原
Ｉ
Ｃ
南
地
区
工
業
用
地
造
成
事
業

前
原
Ｉ
Ｃ
の
南
側
に
お
い
て
、
約

を
九
州
大
学
の
研
究
成
果
を
利
用
し
た
研
究
・
開
発
を
行
う
研
究
機
関
等

の
受
け
皿
と
な
る
用
地
と
し
て
開
発
整
備
し
た
も
の
で
、
平
成

年
９
月
に
完
成
し
た
工
業
用
地
約

の
う
ち
約

を
公
財
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
製
品
研
究
試
験
セ
ン
タ
ー
外
３
社
に
売
却
し
、
約

を
（
公
財
）
福
岡
県
産
業

・
科
学
技
術
振
興
財
団
に
貸
付
し
、
約

の
分
譲
を
行
っ
て
い
ま
す
。

⑥
磯
光
地
区
工
業
用
地
造
成
事
業

平
成
年
度
に
完
成
し
た
造
成
面
積
約

の
う
ち
、
道
路
・
そ
の
他
の
公
共
用
地
を
除
く
約

を
エ
イ
リ

ン
開
発
㈱
外
５
社
に
全
て
売
却
し
て
い
ま
す
。

⑦
久
留
米
・
う
き
は
工
業
用
地
造
成
事
業

久
留
米
市
と
う
き
は
市
に
ま
た
が
る
地
域
に
お
い
て
、
約

を
内
陸
型
工
業
用
地
と
し
て
開
発
整
備
し
て
い
る

も
の
で
、
工
業
用
地
約

の
う
ち
、
約

を
㈱
資
生
堂
外
５
社
に
売
却
し
、
約

の
分
譲
を
行
っ
て
い

ま
す
。

⑧
宮
若
北
部
工
業
用
地
造
成
事
業

宮
若
市
に
お
い
て
、
約

を
内
陸
型
工
業
用
地
と
し
て
開
発
整
備
す
る
も
の
で
、
令
和
２
年
度
か
ら
事
業
を
開

始
し
て
い
ま
す
。

⑨
直
方
・
鞍
手
工
業
用
地
造
成
事
業

直
方
市
と
鞍
手
町
に
ま
た
が
る
地
域
に
お
い
て
、
約

を
内
陸
型
工
業
用
地
と
し
て
開
発
整
備
す
る
も
の
で
、

令
和
３
年
度
か
ら
事
業
を
開
始
し
て
い
ま
す
。
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52
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

経経
理理
のの
状状
況況

ｲ
経

理
の

概
要

令
和

５
年

度
上

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高

試
算

表
は
「

別
表

１
」、

資
金

収
支

表
は
「

別
表

２
」
の

と
お

り
で

す
。

ﾛ
企

業
債

企
業

債
の

現
在

高
は

、
円

で
す

。

ﾊ
一

時
借

入
金

上
半

期
に

お
け

る
一

時
借

入
金

は
あ

り
ま

せ
ん

。
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53
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
１
」

（
単
位
：
円
）

「
別
表
２
」

（
単
位
：
円
）

△
 6

59
,9

81
,3

61

無
形

固
定

資
産

受
取

利
息

未
成

土
地

収
入

収
　

　
　

支
前

年
度

よ
り

の
繰

越
し

他
会

計
借

入
金

（
固

定
負

債
）

翌
月

へ
の

繰
越

し

法
定

福
利

費
引

当
金

賞
与

引
当

金

収
支

差
引

預
り

金
前

受
金

営
業

外
未

収
入

金

未
成

土
地

他
会

計
借

入
金

未
払

費
用

前
払

金

預
り

金
前

受
金

企
業

債
未

払
金

他
会

計
借

入
金

受
取

利
息

支
払

利
息

雑
収

益

土
地

売
却

収
益

維
持

管
理

費

営
業

雑
収

益
一

般
管

理
費

（
令
和
５
年
９
月
30
日
）

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

受
入

資
金

支
払

資
金

計

資
　
　
金
　
　
収
　
　
支
　
　
表

一
般

管
理

費

支
払

利
息

土
地

売
却

原
価

維
持

管
理

費

そ
の

他
の

特
別

利
益

雑
収

益

営
業

雑
収

益

未
処

理
欠

損
金

土
地

売
却

収
益

土
地

造
成

積
立

金

仮
受

消
費

税

資
本

金

法
定

福
利

費
引

当
金

預
り

金

前
受

金

賞
与

引
当

金

未
払

金

未
払

費
用

そ
の

他
の

固
定

負
債

前
払

金

企
業

債

営
業

未
収

入
金

営
業

外
未

収
入

金

未
成

土
地

収
入

現
金

預
金

完
成

土
地

未
成

土
地

残
　

　
　

　
高

合
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
計

残
　

　
　

　
高

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
　
計
　
残
　
高
　
試
　
算
　
表

（
令
和
５
年
９
月
30
日
）

借
　

　
　

　
　

　
　

方
科

　
　

　
　

　
　

目
貸

　
　

　
　

　
　

　
方

仮
払

消
費

税

退
職

給
付

引
当

金

退
職

給
付

引
当

金

そ
の

他
の

流
動

資
産

長
期

前
受

金
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54
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 (
3)

　
決

算
の

概
要

第
１

款
　

造
成

事
業

収
益

円
第
１
款
　
造
成
事
業
費

円

　
第

１
項

　
営

業
収

益
円

　
第
１
項
　
営
業
費
用

円

　
第

２
項

　
営

業
外

収
益

円
　
第
２
項
　
営
業
外
費
用

円

　
第

３
項

　
特

別
利

益
円

第
１

款
　

資
本

的
収

入
円

第
１
款
　
資
本
的
支
出

円

　
第

１
項

円
造
成
事
業
費
　

円

　
第

２
項

円
円

「
別

表
３

」

 　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　
　
  
 　

（
平
成
14
年
4月

1日
か
ら
平
成
15
年
3月

31
日
ま
で
）

（
単
位
：
円
）

１ ２ ３ ４ ５

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

過
年

度
損

益
修

正
益

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
欠

損
金

経
常

利
益

特
別

利
益

支
払

利
息

雑
収

益

営
業

外
費

用

営
業

損
失

一
般

管
理

費

営
業

外
収

益

維
持

管
理

費

営
業

雑
収

益

営
業

費
用

土
地

売
却

原
価

土
地

売
却

収
益

令
和

４
年

度
福

岡
県

工
業

用
地

造
成

事
業

損
益

計
算

書

（
令

和
４

年
４

月
１

日
か
ら
令
和
５
年
３
月
31
日
ま
で
）

営
業

収
益

　
（

注
）

資
本

的
収

入
額

（
翌

年
度

へ
繰

越
さ

れ
る
支
出
の
財
源
に
充
当
す
る
額
 4
29
,1
83
,0
00
円
を
除
く
）

が
資

　
　

　
本

的
支

出
額

に
不

足
す

る
額

2,
78
1,
05

5,
94
7円

は
、
繰
越
工
事
資
金

17
0,
83
9,
89
4円

、
過
年
度
分
損
益
勘

　
　

　
定

留
保

資
金

2,
61
0,
21
6,
05
3円

で
補
塡
し
た
。

令
和

４
年

度
福

岡
県

工
業

用
地

造
成

事
業

会
計

の
決

算
の

概
要

は
次

の
と

お
り

で
、

損
益

計
算

書
は

「
別

　
　

 表
３

」
、

剰
余

金
計

算
書

は
「

別
表

４
」

、
欠
損
金
処
理
計
算
書
は
「
別
表
５
」
、
貸
借
対
照
表
は
「
別
表
６

　
　

 」
の

と
お

り
で

す
。

支
　
　
　
　
出

収
　

　
　

　
入

（
収
益
的
収
入
及
び
支
出
）

企
業

債

（
資
本
的
収
入
及
び
支
出
）

収
　

　
　

　
入

支
　
　
　
　
出

　
第
２
項

　
第
１
項
　

企
業
債
償
還
金

工
業

用
地

造
成

事
業

収
入
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55
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「別表４」

（単位：円）

受 贈 財 産 資 本 剰 余 土 地 造 成 未 処 理 利 益 剰 余
評 価 額 金 合 計 積 立 金 欠 損 金 金 合 計

前年度末残高 △ 1,726,354,452 △ 990,124,731

（繰越欠損金）

△ 1,726,354,452 △ 990,124,731

当年度変動額

当年度純利益

（当年度未処理欠損金）

△ 1,713,872,637 △ 977,642,916

処分後残高

　　　 令和４年度福岡県工業用地造成事業剰余金計算書　　

当年度末残高

資 本 合 計資 本 金

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

剰 余 金

利 益 剰 余 金資 本 剰 余 金
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56
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
５
」

（
単

位
：

円
）

当
年

度
末

残
高

「
別
表
６
」

（
単

位
：

円
）

１

イ

２ ３ ４

イ イ

５

イ ロ

長
期

預
り

金

未
処

理
欠

損
金

（
令

和
５

年
３

月
31

日
）

資
産

の
部

固
定

資
産

剰
余

金

令
和
４
年
度
福
岡
県
工
業
用
地
造
成
事
業
貸
借
対
照
表

無
形

固
定

資
産

電
話

加
入

権

△
 1

,7
13

,8
72

,6
37

処
分

後
残

高

無
形

固
定

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計

造
成

土
地

完
成

土
地

造
成

土
地

合
計

未
成

土
地

流
動

資
産

現
金

預
金

流
動

資
産

合
計

営
業

外
未

収
入

金

資
産

合
計

負
債

の
部

固
定

負
債

退
職

給
付

引
当

金

企
業

債

他
会

計
借

入
金

流
動

負
債

引
当

金

未
払

金

負
債

合
計

賞
与

引
当

金

前
受

金

固
定

負
債

合
計

引
当

金

長
期

前
受

金

令
和
４
年
度
福
岡
県
工
業
用
地
造
成
事
業
欠
損
金
処
理
計
算
書

△
 1

,7
13

,8
72

,6
37

資
本

金
資

本

預
り

金

流
動

負
債

合
計

（
繰

越
欠

損
金

）

法
定

福
利

費
引

当
金

未
払

費
用

そ
の

他
の

固
定

負
債

前
払

金
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57
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

６ ７

イ ロ

 (
4)

　
予

算
の

概
要

　
　

　
 令

和
５

年
度

福
岡

県
工

業
用

地
造

成
事

業
会

計
の

予
算

の
概

要
は

、
前

回
（

第
14

8回
）

説
明

し
た

と
お

り

　
　

 で
す

。

剰
余

金

△
 9

77
,6

42
,9

16

資
本

金

負
債

資
本

合
計

利
益

剰
余

金

土
地

造
成

積
立

金

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

資
本

合
計

△
 9

77
,6

42
,9

16

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金
合

計

資
本

の
部
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58
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

　　
　　

ⅣⅣ
　　

病病
院院

事事
業業

会会
計計

 (
1)

　
事

業
の

概
要

　
　

　
 地

方
公

営
企

業
法

の
財

務
に

関
す

る
規

定
の

適
用

を
受

け
、

精
神

医
療

セ
ン

タ
ー

太
宰

府
病

院
を

運
営

し
て

　
　

 い
ま

す
。

　
　

 　
な

お
、

精
神

医
療

セ
ン

タ
ー

太
宰

府
病

院
は

平
成

17
年

４
月

よ
り

公
設

民
営

化
し

て
い

ま
す

。

　
　

(ｲ
)　

施
設

の
状

況
等

（
令

和
５

年
９

月
30

日
現

在
）

 

　
　

(ﾛ
)　

患
者

の
利

用
状

況

（
令

和
５

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
５

年
９

月
30

日
ま

で
）

 
（

平
成

26
年

度
）

 

（
床

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）

 (
2)

 経
理

の
状

況

　
　

(ｲ
) 

経
理

の
概

要

　
　

　
　

令
和

５
年

度
上

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高

試
算

表
は

「
別

表
１

」
、

資
金

収
支

表
は

「
別

表
２

」
の

と
お

　
　

　
り

で
す

。

　
　

(ﾛ
) 

企
業

債

　
　

　
　

企
業

債
の

現
在

高
は

、
2,

67
2,

93
1,

90
5円

で
す

。

　
　

(ﾊ
) 

一
時

借
入

金

　
　

　
　

令
和

５
年

度
上

半
期

に
お

け
る

一
時

借
入

金
は

あ
り

ま
せ

ん
。

精
神

医
療

セ
ン

タ
ー

太
宰

府
市

五
条

３
丁

目

病
床

利
用

率

入
院

延
患

者
数

外
来

延
患

者
数

延
患

者
数

計

病
　

　
床

　
　

数

区
　

　
　

　
分

利
用

状
況

病
床

数

病
　

院
　

名
所

　
在

　
地

開
設

年
月

日

太
宰

府
病

院
昭

和
６

. 
11

. 
25

職
員

数
一

般
結

核
精

神
計
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59
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
１
」

(令
和

５
年

９
月

30
日

)

（
単

位
：

円
）

残
　

　
　

高
合

　
　

　
計

合
　

　
　

計
残

　
　

　
高

土
地

建
物

構
築

物

器
械

備
品

車
両

減
価

償
却

累
計

額

電
話

加
入

権

預
金

医
業

未
収

金

医
業

外
未

収
金

貸
倒

引
当

金

仮
払

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

そ
の

他
流

動
資

産

企
業

債
（

固
定

負
債

）

退
職

給
付

引
当

金

企
業

債
（

流
動

負
債

）

医
業

未
払

金

医
業

外
未

払
金

職
員

預
り

金

そ
の

他
預

り
金

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

仮
受

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

そ
の

他
流

動
負

債

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

資
本

金

資
本

剰
余

金

そ
の

他
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額

繰
越

欠
損

金

医
業

収
益

医
業

外
収

益

医
業

費
用

医
業

外
費

用

特
別

損
失

計

合
　
計
　
残
　
高
　
試
　
算
　
表

借
　

　
　

　
　

方
科

　
　

　
　

　
目

貸
　

　
　

　
　

方
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60
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別

表
２

」
資

　
　

金
　

　
収

　
　

支
　

　
表

（
単

位
：

円
）

 (
3)

　
決

算
の

概
要

　
　

　
 令

和
４

年
度

福
岡

県
病

院
事

業
会

計
の

決
算

の
概

要
は

、
次

の
と

お
り

で
、

損
益

計
算

書
は

「
別

表
３

」
、

　
　

 剰
余

金
計

算
書

は
「

別
表

４
」

、
欠

損
金

処
理

計
算

書
は

「
別

表
５

」
、

貸
借

対
照

表
は

「
別

表
６

」
の

と
お

　
　

 り
で

す
。

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）

収
　

　
　

　
入

支
　

　
　

　
出

第
１

款
　

病
院

事
業

収
益

第
１

款
　

病
院

事
業

費

第
１

項
　

医
業

収
益

第
１

項
　

医
業

費
用

第
２

項
　

医
業

外
収

益
第

２
項

　
医

業
外

費
用

第
３

項
　

特
別

利
益

第
３

項
　

特
別

損
失

第
４

項
　

予
備

費

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）

収
　

　
　

　
入

支
　

　
　

　
出

第
１

款
　

資
本

的
収

入
第

１
款

　
資

本
的

支
出

第
１

項
　

企
業

債
第

１
項

　
建

設
改

良
費

第
２

項
　

負
担

金
第

２
項

　
企

業
債

償
還

金

　
（

注
）

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
20

4,
25

2,
55

3円
は

、
過

年
度

分
損

益
勘

定
留

保
資

金

　
　

　
20

4,
25

2,
55

3円
で

補
塡

し
た

。

15
9,

90
0,

66
3円

34
8,

61
5,

00
0円

85
,8

00
,0

00
円

26
2,

81
5,

00
0円

39
2,

96
6,

89
0円

55
2,

86
7,

55
3円

（
令

和
５

年
９

月
30

日
）

受
入

資
金

支
払

資
金

2,
59

5,
40

5円

2,
63

7,
19

7,
25

2円
2,

47
7,

25
9,

18
8円

2,
21

5,
31

1,
00

8円
2,

39
2,

82
4,

18
2円

41
9,

29
0,

83
9円

預
り

金

一
般

会
計

負
担

金

前
年

度
未

収
金

預
り

金

区
　

　
　

　
　

分

病
院

事
業

費

前
年

度
未

払
金

企
業

債
償

還
金

前
年

度
よ

り
の

繰
越

し

翌
月

へ
の

繰
越

し

病
院

事
業

収
益

0円

4,
71

3,
59

5円

79
,7

21
,4

11
円

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

執
　

行
　

済
　

額

収
　

　
　

支

収
支

差
引
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61
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
３
」

（
単
位
：
円
）

１ ２ ３ ４ ５ ６

△
 2
,1
19
,6
01

過
年

度
損

益
修

正
損

補
助

金
等

収
益

そ
の

他
医

業
外

収
益

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
欠

損
金

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

雑
損

失

特
別

損
失

過
年

度
損

益
修

正
益

長
期

前
受

金
戻

入

そ
の

他
特

別
利

益

特
別

利
益

経
常

利
益

支
払

利
息

及
び

企
業

債
取

扱
諸
費

医
業

外
費

用

医
業

損
失

そ
の

他
医

業
収

益

資
産

減
耗

費

医
業

外
収

益

（
令

和
４

年
４

月
１
日
か
ら
令
和
５
年
３
月
31
日
ま
で
）

令
和
４
年
度
福
岡
県
病
院
事
業
損
益
計
算
書

給
与

費

経
費

減
価

償
却

費

医
業

費
用

医
業

収
益

入
院

収
益

外
来

収
益
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62
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「別表４」

（単位：円）

受贈財産 一般会計 その他資本 資本剰余 未 処 理 利 益 剰 余
評 価 額 負 担 金 剰　余　金 金 合 計 欠 損 金 金 合 計

前年度末残高 △ 1,213,358,788 △ 1,213,358,788

（繰越欠損金）

△ 1,213,358,788 △ 1,213,358,788

当年度変動額

除却損への補塡

他会計繰入金の受入

当年度純利益

（当年度未処理欠損金）

△ 1,047,880,791 △ 1,047,880,791

令和４年度福岡県病院事業剰余金計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

処分後残高

当年度末残高

補 助 金

資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
資 本 金
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63
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
５
」

令
和
４
年
度
福
岡
県
病
院
事
業
欠
損
金
処
理
計
算
書

当
年

度
末

残
高

処
分

後
残

高

「
別
表
６
」

令
和
４
年
度
福
岡
県
病
院
事
業
貸
借
対
照
表

（
令

和
５

年
３

月
31

日
）

１

イ ロ ハ ニ ホ イ

２ ３ ４

(単
位

：
円

)

(単
位

：
円

)

企
業

債

未
払

金

預
り

金

貸
倒

引
当

金

企
業

債

退
職

給
付

引
当

金

固
定

負
債

合
計

負
債

の
部

資
本

金

資
産

の
部

流
動

資
産

車
両

減
価

償
却

累
計

額

有
形

固
定

資
産

合
計

未
収

金

未
処

理
欠

損
金

△
 1

,0
47

,8
80

,7
91

△
 1

,0
47

,8
80

,7
91

（
繰

越
欠

損
金

）

資
本

剰
余

金

有
形

固
定

資
産

無
形

固
定

資
産

建
物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

電
話

加
入

権

固
定

負
債

流
動

資
産

合
計

資
産

合
計

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

流
動

負
債

合
計

流
動

負
債

そ
の

他
流

動
資

産

固
定

資
産

合
計

△
 4

2,
30

2,
45

9

現
金

預
金

構
築

物

無
形

固
定

資
産

合
計

車
両

固
定

資
産

土
地

建
物

減
価

償
却

累
計

額

器
械

備
品

減
価

償
却

累
計

額

器
械

備
品
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64
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

５ ６ ７

イ ロ ハ ニ イ

　
(4

) 
予

算
の

概
要

　
　

　
 令

和
５

年
度

福
岡

県
病

院
事

業
会

計
の

予
算

の
概

要
は

、
前

回
（

第
14

8回
）

説
明

し
た

と
お

り
で

す
。

負
債

資
本

合
計

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

△
 1

,0
47

,8
80

,7
91

剰
余

金
合

計

そ
の

他
資

本
剰

余
金

資
本

剰
余

金
合

計

△
 1

31
,0

90
,1

14

資
本

合
計

利
益

剰
余

金

利
益

剰
余

金
合

計

補
助

金

資
本

剰
余

金

一
般

会
計

負
担

金

資
本

金

繰
延

収
益

合
計

負
債

合
計

資
本

の
部

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

繰
延

収
益

剰
余

金

受
贈

財
産

評
価

額
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65
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

ⅤⅤ
流流
域域
下下
水水
道道
事事
業業
会会
計計

事
業
の
概
況

本
県

の
流

域
下

水
道

事
業

は
、
御

笠
川

那
珂

川
、
多

々
良

川
、
宝

満
川

、
宝

満
川

上
流

、
筑

後
川

中
流

右
岸

、
遠

賀
川

下
流

、
矢

部
川

、
遠

賀
川

中
流

及
び

明
星

寺
川

流
域
（

明
星

寺
川

流
域

に
つ

い
て

は
、
県

債
の

償
還

の
み

）
の

９
事

業
で

、
令

和
５

年
度

上
半

期
に

お
け

る
事

業
の

概
要

は
次

の
と

お
り

で
す

。

ｲ
施

設
の

概
要

御
笠

川
浄

化
セ

ン
タ

ー
、
多

々
良

川
浄

化
セ

ン
タ

ー
、
宝

満
川

浄
化

セ
ン

タ
ー

、
福

童
浄

化
セ

ン
タ

ー
、
遠

賀
川

下
流

浄
化

セ
ン

タ
ー

、
矢

部
川

浄
化

セ
ン

タ
ー

及
び

遠
賀

川
中

流
浄

化
セ

ン
タ

ー
の

７
箇

所
の

浄
化

セ
ン

タ
ー

に
お

い
て

、
汚

水
を

処
理

し
て

い
ま

す
。

ﾛ
流

入
水

量
の

概
要

令
和

５
年

度
上
半
期
に

お
け

る
流

入
水

量
の

実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。

令
和
５
年
度
上
半
期
流
入
水
量
実
績
表

単
位

ｍ

月
別

流
入

水
量

４ ５ ６ ７ ８ ９ 計 経
理
の
状
況

ｲ
経

理
の

概
要

令
和

５
年

度
上

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高

試
算

表
は
「

別
表

１
」

、
資

金
収

支
表

は
「

別
表

２
」

の
と

お
り

で

す
。

ﾛ
企

業
債

企
業

債
の

現
在

高
は

、
円

で
す

。

ﾊ
一

時
借

入
金

上
半

期
に

お
け

る
一

時
借

入
金

は
あ

り
ま

せ
ん

。
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66
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
１
」

(令
和

５
年

９
月

30
日

）

（
単

位
：

円
）

残
　

　
　

　
高

合
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
計

残
　

　
　

　
高

土
地

建
物

　

建
物

減
価

償
却

累
計

額

構
築

物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

機
械

装
置

減
価

償
却

累
計

額

車
両

運
搬

具

工
具

器
具

及
び

備
品

工
具
器
具
備
品
減
価
償
却
累
計
額

建
設

仮
勘

定

地
上

権

現
金

預
金

営
業

未
収

金

営
業

外
未

収
金

そ
の

他
未

収
金

仮
払

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

企
業

債
（

固
定

負
債

）

退
職

給
付

引
当

金
（

固
定

負
債

）

特
別

修
繕

引
当

金

長
期

預
り

金

企
業

債
（

流
動

負
債

）

営
業

未
払

金

そ
の

他
未

払
金

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

預
り

金

仮
受

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

　
資

本
剰

余
金

未
処

理
欠

損
金

営
業

収
益

営
業

外
収

益

営
業

費
用

営
業

外
費

用

計

合
　
計
　
残
　
高
　
試
　
算
　
表

借
　

　
　

　
　

　
　

方
貸

　
　

　
　

　
　

　
方

科
　

　
　

　
　

　
目
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67
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別

表
２

」

（
単

位
：

円
）

 (
3)

　
決

算
の

概
要

  
  

　
令

和
４

年
度

福
岡

県
流

域
下

水
道

事
業

会
計

の
決

算
の

概
要

は
次

の
と

お
り

で
、

損
益

計
算

書
は

「
別

表
３

」
、

　
　

 剰
余

金
計

算
書

は
「

別
表

４
」

、
欠

損
金

処
理

計
算

書
は

「
別

表
５

」
、

貸
借

対
照

表
は

「
別

表
６

」
の

と
お

り

  
 　

で
す

。

第
１

款
　

流
域

下
水

道
事

業
収

益
円

第
１

款
　

流
域

下
水

道
事

業
費

　
第

１
項

　
営

業
収

益
円

　
第

１
項

　
営

業
費

用

　
第

２
項

　
営

業
外

収
益

円
　

第
２

項
　

営
業

外
費

用

第
１

款
　

資
本

的
収

入
円

第
１

款
　

資
本

的
支

出

　
第

１
項

　
企

業
債

円
　

第
１

項
　

建
設

改
良

費

　
第

２
項

　
他

会
計

補
助

金
円

　
第

２
項

　
企

業
債

償
還

金

　
第

３
項

　
国

庫
補

助
金

円

　
第

４
項

　
負

担
金

円

  
  

  
54

9,
06

8円
で

補
填

し
た

。

　
（

注
）

資
本

的
収

入
額

（
翌

年
度

へ
繰

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
に

充
当

す
る

額
71

9,
26

6,
50

0円
を

除
く

）
が

資
本

　
　

　
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
2,

42
1,

82
6,

07
9円

は
、

繰
越

工
事

資
金

62
3,

23
3,

03
5円

、
過

年
度

分
消

費
税

及
び

　
　

  
地

方
消

費
税

資
本

的
収

支
調

整
額

77
,0

72
,5

24
円

、
当

年
度

分
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
資

本
的

収
支

調
整

額円 円 円 円

流
域

下
水

道
建

設
費

収
支

差
引

長
期

前
受

金

執
　

行
　

済
　

額
区

　
　

　
　

　
分

営
業

費
用

△
 2

,8
17

,3
33

,5
12

資
　

　
金

　
　

収
　

　
支

　
　

表

  
  

収
　

　
　

　
入

翌
月

へ
の

繰
越

し

（
令

和
５

年
９

月
30

日
）

  
 支

　
　

　
　

出

そ
の

他
流

動
負

債

支
払

資
金

固
定

資
産

購
入

費

  
  

収
　

　
　

　
入

収
　

　
　

支

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）

  
 支

　
　

　
　

出

  
  

  
19

1,
97

9,
89

2円
、

過
年

度
分

損
益

勘
定

留
保

資
金

12
,9

91
,5

60
円

、
当

年
度

分
損

益
勘

定
留

保
資

金
 1

,5
16

,

前
年

度
よ

り
の

繰
越

し

円円

未
収

金

営
業

外
費

用

未
払

金

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

受
入

資
金

営
業

収
益

営
業

外
収

益

そ
の

他
流

動
負

債
企

業
債
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68
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
３
」

（
単

位
：

円
）

１ ２ ３ ４

令
和
４
年
度
福
岡
県
流
域
下
水
道
事
業
損
益
計
算
書

企
業

債
取

扱
諸

費

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

減
価

償
却

費

資
産

減
耗

費

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
欠

損
金

経
常

利
益

雑
支

出

営
業

外
費

用

支
払

利
息

及
び

営
業

外
収

益

他
会

計
補

助
金

営
業

費
用

管
渠

・
ポ

ン
プ

場
・

処
理

場
費

業
務

費

営
業

損
失

長
期

前
受

金
戻

入

雑
収

益

（
令

和
４

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
５

年
３

月
31

日
ま

で
）

営
業

収
益

流
域

下
水

道
管

理
費

負
担

金

そ
の

他
営

業
収

益
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69
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「別表４」

(単位：円)

国 庫 他 会 計 建 設 そ の 他 資 本 資 本 剰 余 金 未 処 理 利 益 剰 余 金
補 助 金 補 助 金 負 担 金 剰 余 金 合 計 欠 損 金 合 計

前年度末残高 △ 7,059,312,781 △ 7,059,312,781

（繰越欠損金）

△ 7,059,312,781 △ 7,059,312,781

当年度変動額

当年度純利益

（当年度未処理欠損金）

△ 6,912,487,274 △ 6,912,487,274

資 本 合 計
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

処分後残高

当年度末残高

令和４年度福岡県流域下水道事業剰余金計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

資 本 金

剰 余 金
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70
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

「
別
表
５
」

（
単
位
：
円
）

当
年
度
末
残
高

「
別
表
６
」

（
単
位
：
円
）

１

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト イ

２ ３

イ イ イ

４

減
価

償
却

累
計

額

充
て

る
た

め
の

企
業

債

充
て

る
た

め
の

企
業

債

工
具

器
具

及
び

備
品

工
具

器
具

及
び

備
品

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

企
業

債

流
動

資
産

合
計

地
上

権

企
業

債

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

企
業

債
合

計

そ
の

他
固

定
負

債

長
期

預
り

金
そ

の
他

固
定

負
債

合
計

引
当

金

退
職

給
付

引
当

金

資
産

合
計

負
債

の
部

固
定

負
債

無
形

固
定

資
産

合
計

現
金

預
金

未
収

金

固
定

負
債

合
計

流
動

資
産

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

固
定

資
産

合
計

建
物

減
価

償
却

累
計

額

企
業

債
合

計

車
両

運
搬

具
車

両
運

搬
具

減
価

償
却

累
計

額

令
和
４
年
度
福
岡
県
流
域
下
水
道
事
業
貸
借
対
照
表

（
令
和
５
年
３
月
31

日
）

建
設

仮
勘

定

有
形

固
定

資
産

土
地

建
物

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

累
計

額

構
築

物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

処
分
後
残
高

資
産

の
部

固
定

資
産

△
 6
,9
12
,4
87
,2
74

（
繰
越
欠
損
金
）

△
 6
,9
12
,4
87
,2
74

令
和
４
年
度
福
岡
県
流
域
下
水
道
事
業
欠
損
金
処
理
計
算
書

資
本

金
資

本
未

処
理

剰
余

金
欠

損
金

ロ
特

別
修

繕
引

当
金

流
動

負
債

引
当

金
合

計
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71
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

イ ロ

５ ６ ７

イ ロ ハ ニ イ

 (
4)

　
予

算
の

概
要

　
　

　
 令

和
５
年
度
福
岡
県
流
域
下
水
道
事
業
会

計
の
予
算
の
概
要
は
、
前
回
（
第
14

8回
）
説
明
し
た
と
お
り
で
す
。

資
本

合
計

負
債

資
本

合
計

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

利
益

剰
余

金
合

計
△
 6
,9
12
,4
87
,2
74

剰
余

金
合

計

資
本

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金

そ
の

他
資

本
剰

余
金

建
設

負
担

金

他
会

計
補

助
金

剰
余

金

資
本

剰
余

金

国
庫

補
助

金

繰
延

収
益

合
計

負
債

合
計

資
本

の
部

資
本

金

流
動

負
債

合
計

そ
の

他
流

動
負

債

繰
延

収
益

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

引
当

金

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

未
払

金

引
当

金
合

計
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72
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

福
岡
県
の
財
務
書
類
に
つ
い
て

Ⅰ
概

要

１
．
趣

旨

本
県
の
財
務
状
況
に
つ
い
て
は
、
県
民
に
対
し
て
企
業
会
計
に
準
じ
た
財
務
情
報
を
提
供
し
て
い
く
た
め
、
総
務

省
が
示
し
た
全
国
統
一
的
な
基
準
に
よ
り
、
貸
借
対
照
表
、
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
、
純
資
産
変
動
計
算
書
、
資
金
収
支

計
算
書
の
４
表
の
財
務
書
類
を
作
成
し
て
い
ま
す
。

な
お
、
詳
細
な
財
務
書
類
４
表
は
「
Ⅱ

財
務
書
類
４
表
」
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

２
．
対

象

財
務
書
類
は
「
一
般
会
計
等
」
（
普
通
会
計
と
同
じ
会
計
が
対
象
）
、
「
県
全
体
」
及
び
「
連
結
」
の
３
区
分
に
よ

り
作
成
し
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
等

一
般
会
計
及
び

特
別
会
計

県
全

体
一
般
会
計
等
、
公
営
事
業
２
会
計
（
国
民
健
康
保
険
、
県
営
埠
頭
施
設
整
備
運
営
事
業
）
及
び
公

営
企
業
５
会
計
（
病
院
事
業
、
流
域
下
水
道
事
業
、
電
気
事
業
、
工
業
用
水
道
事
業
、
工
業
用
地

造
成
事
業
）

連
結

県
全
体
、
公
立
大
学
法
人
、
公
社
及
び
県
の
財
政
的
関
与
度
が
高
い
外
郭
団
体
※

※
令
和
４
年
度
に
お
い
て
、
大
牟
田
リ
サ
イ
ク
ル
発
電
（
株
）
へ
の
出
資
を
解
消
し
た
こ
と
か
ら
、
連
結
対

象
か
ら
外
れ
ま
し
た
。

 

（
連
結
対
象
の
団
体
）

区
分

法
人

公
立
大
学
法
人

九
州
歯
科
大
学
、
福
岡
女
子
大
学
、
福
岡
県
立
大
学

公
社

福
岡
北
九
州
高
速
道
路
公
社
、
福
岡
県
道
路
公
社
、
福
岡
県
住
宅
供
給
公
社

外
郭
団
体

公
財
福
岡
県
中
小
企
業
振
興
セ
ン
タ
ー
、
公
財
福
岡
県
教
育
文
化
奨
学
財

団
、
平
成
筑
豊
鉄
道
株
、
（
公
財
）
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
製
品
研
究
試
験
セ
ン
タ

ー
、
公
財
福
岡
県
ス
ポ
ー
ツ
推
進
基
金

外
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 ３
．
一
般
会
計
等
の
財
務
書
類
の
概
要

貸
借
対
照
表

県
が
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
所
有
し
て
い
る
財
産
（
資
産
）
と
、
そ
の
財
産
（
資
産
）
を
ど
の
よ
う

な
財
源
（
負
債
・
純
資
産
）
で
賄
っ
て
き
た
か
を
表
示
し
た
も
の
で
す
。

（注
）

（
）書

は
、

負
債

計
上

さ
れ

て
い

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
純

資
産

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。
管

理
者

県
と

所
有

者
国

が
異

な
る

「指
定

区
間

外
の

国
道

」と
「河

川
等

」に
つ

い
て

は
資

産
と

し
て

計
上

し
て

い
な

い
。

計
上

さ
れ

て
い

な
い

「指
定

区
間

外
の

国
道

」と
「河

川
等

」の
令

和
４

年
度

末
資

産
残

高
は

１
兆

４
，

５
８

４
億

円
で

あ
る

。

資
産
は
４
兆
８
，
８
６
７
億
円
、
負
債
は
４
兆
８
，
０
７
０
億
円
で
、
資
産
が
負
債
を
上
回
り
、
純
資
産
は
７
９

７
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

固
定
資
産
の
う
ち
、
有
形
固
定
資
産
は
、
新
た
に
資
産
形
成
に
投
じ
た
額
を
従
来
資
産
の
減
価
償
却
費
が
上
回

っ
た
こ
と
に
よ
り
、
３
３
４
億
円
減
少
し
ま
し
た
。

ま
た
、
投
資
そ
の
他
の
資
産
は
、
地
方
債
の
満
期
一
括
償
還
に
備
え
て
積
み
立
て
て
い
る
減
債
基
金
が
増
加
し

た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
１
，
２
６
４
億
円
増
加
し
ま
し
た
。

流
動
資
産
は
、
税
収
が
堅
調
に
推
移
し
見
込
み
を
上
回
っ
た
一
方
で
、
普
通
交
付
税
の
清
算
に
伴
う
基
金
積
立

及
び
中
小
企
業
融
資
の
た
め
の
金
融
機
関
へ
の
預
託
金
の
減
少
に
よ
り
、
４
２
６
億
円
減
少
し
ま
し
た
。

こ
れ
ら
の
結
果
、
資
産
合
計
Ａ
は
、
５
０
５
億
円
増
加
し
ま
し
た
。

固
定
負
債
は
、
県
土
強
靭
化
対
策
な
ど
に
よ
る
通
常
債
が
増
加
し
た
一
方
で
、
地
方
交
付
税
の
振
替
財
源
で
あ

る
臨
時
財
政
対
策
債
が
減
少
し
、
４
２
億
円
増
加
し
ま
し
た
。

流
動
負
債
は
、
１
年
以
内
に
償
還
を
行
う
地
方
債
及
び
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
分
の
国
庫
支
出
金
返
納
額
が
増
加
し

た
こ
と
に
よ
り
、
３
９
３
億
円
増
加
し
ま
し
た
。

こ
れ
ら
の
結
果
、
負
債
合
計
Ｂ
は
、
４
３
５
億
円
増
加
し
ま
し
た
。

資
産
か
ら
負
債
を
差
し
引
い
た
純
資
産
Ｃ
は
、
７
０
億
円
増
加
し
て
い
ま
す
。

 

△
 3

34

△
 5

9

△
 2

87
△

 1

△
 5

7
△

 2

△
 1

3
△

 2
△

 1
1

△
 4

26
（（

））
（（

））
（（

））

△
 5

91
（（

））
（（

））
（（

））

（（
））

（（
））

（（
））

（
単

位
：
億

円
）

金
　

　
額

増
減

令
和

4
年

度
令

和
3
年

度

退
職

手
当

引
当

金

賞
与

等
引

当
金

科
　

　
　

目
科

　
　

　
目

金
　

　
額

令
和

4
年

度
令

和
3
年

度
増

減

無無
形形

固固
定定

資資
産産

固固
定定

資資
産産

固固
定定

負負
債債

△
 4

7

そ
の

他
イ

ン
フ

ラ
資

産
（道

路
、

砂
防

等
）

地
方

債
（
償

還
予

定
が

１
年

を
超

え
る

も
の

）

有有
形形

固固
定定

資資
産産

事
業

用
資

産
（
学

校
、

庁
舎

等
）
・
物

品
（
機

器
等

）

投投
資資

そそ
のの

他他
のの

資資
産産

投
資

及
び

出
資

金

負負
債債

合合
計計

　　
ＢＢ

長
期

貸
付

金

そ
の

他

流流
動動

負負
債債

基
金

（流
動

性
が

低
い

も
の

）

そ
の

他

流流
動動

資資
産産

１
年

内
償

還
予

定
地

方
債

資資
産産

合合
計計

　　
ＡＡ

現
金

預
金

負負
債債

・・
純純

資資
産産

合合
計計

　　
ＤＤ

　　
（（
ＢＢ

＋＋
ＣＣ

））

純純
資資

産産
　　

ＣＣ
　　

（（
ＡＡ

－－
ＢＢ

））
基

金
（
流

動
性

が
高

い
も

の
）

そ
の

他

73



74
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

資
産
形
成
に
結
び
つ
か
な
い
１
年
間
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
上
で
用
い
ら
れ
た
人
件
費
、
物
件
費
、
補

助
金
な
ど
の
経
費
が
使
用
料
と
い
っ
た
受
益
者
負
担
な
ど
の
収
益
で
賄
わ
れ
た
か
を
表
示
し
た
も
の
で
す
。

な
お
、
純
行
政
コ
ス
ト
は
、
税
収
、
地
方
交
付
税
、
国
等
補
助
金
な
ど
で
賄
う
額
を
表
し
て
い
ま
す
。

経
常
費
用
Ａ
は
、
２
，
３
８
８
億
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
と
し
て
実
施
し
た
時
短
要
請
等
に
応
じ
た
飲
食
店
等
へ
の
協
力
金
の
減
少
な
ど
に

よ
る
も
の
で
す
。

臨
時
損
失
Ｄ
は
、
１
０
３
億
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
平
成
２
９
年
７
月
九
州
北
部
豪
雨
災
害
、
令
和
２
年
７
月
豪
雨
災
害
に
係
る
災
害
復
旧
事
業
費
が
減

少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

こ
れ
に
よ
り
、
純
行
政
コ
ス
ト
Ｆ
は
、
２
，
５
１
１
億
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

 
純
資
産
変
動
計
算
書

純
資

産
（資

産
－

負
債

）が
１

年
間

で
ど

う
変

動
し

た
か

を
表

示
し

た
も

の
で

す
。

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

で
算

定
さ

れ
た

純

行
政

コ
ス

ト
を

税
収

、
地

方
交

付
税

、
国

等
補

助
金

な
ど

の
財

源
で

ど
う

賄
わ

れ
て

い
る

の
か

明
ら

か
に

し
て

い
ま

す
。

△
 2

,3
8
8

職
員

給
与

費

そ
の

他
（
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額
等

）
△

 1
7

物
件

費
（
委

託
料

、
使

用
料

・
貸

借
料

等
）

維
持

補
修

費
等

減
価

償
却

費

△
 2

2
6

△
 2

,4
1
1

△
 2

,5
0
0

△
 2

7

△
 2

,3
6
1

△
 1

0
3

△
 2

,5
1
1

純純
行行

政政
ココ

スス
トト

　　
ＦＦ

（（
ＣＣ

++
ＤＤ

--
ＥＥ

））

純純
経経

常常
行行

政政
ココ

スス
トト

　　
ＣＣ

（（
AA

－－
ＢＢ

））

臨臨
時時

損損
失失

（
災

害
復

旧
事

業
費

等
）
　

ＤＤ

業
務

費
用

人
件

費

物
件

費
等

そ
の

他
の

業
務

費
用

（
支

払
利

息
等

）

移
転

費
用

補
助

金
等

（
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

等
）

そ
の

他

経経
常常

収収
益益

（
使

用
料

及
び

手
数

料
等

）
　

ＢＢ

令
和

3
年

度
増

減

（
単

位
：
億

円
）

金
　

　
額

臨臨
時時

利利
益益

　　
ＥＥ

経経
常常

費費
用用

　　
ＡＡ

令
和

4
年

度
科

　
　

　
目

△
 1

5
,5

8
0

(注
) 

　
 (

 　
)書

は
地

方
交

付
税

の
振

替
財

源
で

あ
る

臨
時

財
政

対
策

債
を

、

　
　

 純
資

産
に

振
り

替
え

た
値

で
あ

る
。

国
等

補
助

金

税
収

等
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

財
源

　
Ｃ

本
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ｈ
（
Ａ

＋
Ｇ

）

本
年

度
差

額
　

Ｄ
（
Ｂ

＋
Ｃ

）

資
産

評
価

差
額

　
Ｅ

無
償

所
管

換
等

　
Ｆ

本
年

度
純

資
産

変
動

額
　

Ｇ
（
Ｄ

＋
Ｅ

＋
Ｆ

）

科
　

　
　

目

（
単

位
：
億

円
）

前
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ａ

金
　

額

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
　

Ｂ
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資
金
収
支
計
算
書

現
金
の
流
れ
を
示
す
も
の
で
あ
り
、
そ
の
収
支
を
性
質
に
応
じ
て
、
業
務
活
動
収
支
、
投
資
活
動
収
支
、
財
務
活

動
収
支
に
区
分
し
て
表
示
し
た
も
の
で
す
。

（
単

位
：
億

円
）

人
件

費
支

出

物
件

費
等

支
出

（
委

託
料

、
役

務
費

等
）

そ
の

他
の

支
出

(支
払

利
息

等
)

補
助

金
等

支
出

（
負

担
金

、
補

助
及

び
交

付
金

）

そ
の

他
の

支
出

△
 1

,0
7
3

本本
年年

度度
末末

現現
金金

預預
金金

残残
高高

　　
ＪＪ（（

ＦＦ
＋＋

ＩＩ））

(注
）
　

( 
 )

書
は

地
方

交
付

税
の

振
替

財
源

で
あ

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
、

　
　

　
地

方
交

付
税

と
同

様
に

業
務

活
動

収
支

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。

前前
年年

度度
末末

資資
金金

残残
高高

　　
ＥＥ

本本
年年

度度
末末

資資
金金

残残
高高

　　
ＦＦ

（（
ＤＤ

＋＋
ＥＥ

））

前前
年年

度度
末末

歳歳
計計

外外
現現

金金
残残

高高
　　

ＧＧ

本本
年年

度度
歳歳

計計
外外

現現
金金

増増
減減

額額
　　

ＨＨ

本本
年年

度度
末末

歳歳
計計

外外
現現

金金
残残

高高
　　

ＩＩ（（
ＧＧ

＋＋
ＨＨ

））

本本
年年

度度
資資

金金
収収

支支
額額

　　
ＤＤ

（（
ＡＡ

＋＋
ＢＢ

＋＋
ＣＣ

））

国
等

補
助

金
収

入

基
金

取
崩

収
入

貸
付

金
元

金
回

収
収

入

そ
の

他
の

収
入

投投
資資

活活
動動

収収
支支

　　
ＢＢ

【【
財財

務務
活活

動動
収収

支支
】】

(地
方

債
の

発
行

や
償

還
に

係
る

資
金

収
支

)

財
務

活
動

支
出

地
方

債
償

還
支

出

財
務

活
動

収
入

地
方

債
発

行
収

入

財財
務務

活活
動動

収収
支支

　　
ＣＣ

投
資

活
動

収
入

国
等

補
助

金
収

入

そ
の

他
の

収
入

臨
時

支
出

災
害

復
旧

事
業

費
支

出

臨
時

収
入

業業
務務

活活
動動

収収
支支

　　
ＡＡ

【【
投投

資資
活活

動動
収収

支支
】】

(固
定

資
産

の
取

得
や

売
却

、
貸

付
金

の
貸

付
や

回
収

等
に

係
る

資
金

収
支

)

投
資

活
動

支
出

公
共

施
設

等
整

備
費

支
出

貸
付

金
支

出

そ
の

他
の

支
出

税
収

等
収

入
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

科
　

　
　

目
金

　
　

額

【【
業業

務務
活活

動動
収収

支支
】】

(経
常

的
な

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
等

に
係

る
資

金
収

支
)

業
務

支
出

業
務

費
用

支
出

移
転

費
用

支
出

業
務

収
入
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76
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 ４
．
県
全
体
の
財
務
書
類
の
概
要

貸
借
対
照
表

（注
）

（
）書

は
、

負
債

計
上

さ
れ

て
い

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
純

資
産

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。
管

理
者

県
と

所
有

者
国

が
異

な
る

「指
定

区
間

外
の

国
道

」と
「河

川
等

」に
つ

い
て

は
資

産
と

し
て

計
上

し
て

い
な

い
。

計
上

さ
れ

て
い

な
い

「指
定

区
間

外
の

国
道

」と
「河

川
等

」の
令

和
４

年
度

末
資

産
残

高
は

１
兆

４
，

５
８

４
億

円
で

あ
る

。

 
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

 
 

△
 1

02

△
 3

79

△
 5

9

△
 3

33
△

 3
8

△
 3

△
 5

7
△

 1

△
 1

2
△

 1
△

 1
1

△
 4

45
（（

））
（（

））
（（

））

△
 5

70
（（

））
（（

））
（（

））

（（
））

（（
））

（（
））

（
単

位
：
億

円
）

△
 5

金
　

　
額

増
減

令
和

4
年

度
令

和
3
年

度

退
職

手
当

引
当

金

賞
与

等
引

当
金

科
　

　
　

目
科

　
　

　
目

金
　

　
額

令
和

4
年

度
令

和
3
年

度
増

減

無無
形形

固固
定定

資資
産産

固固
定定

資資
産産

固固
定定

負負
債債

△
 4

6

そ
の

他
イ

ン
フ

ラ
資

産
（道

路
、

砂
防

等
）

地
方

債
（
償

還
予

定
が

１
年

を
超

え
る

も
の

）

有有
形形

固固
定定

資資
産産

事
業

用
資

産
（
学

校
、

庁
舎

等
）
・
物

品
（
機

器
等

）

投投
資資

そそ
のの

他他
のの

資資
産産

投
資

及
び

出
資

金

負負
債債

合合
計計

　　
ＢＢ

長
期

貸
付

金

そ
の

他

流流
動動

負負
債債

基
金

（流
動

性
が

低
い

も
の

）

そ
の

他

流流
動動

資資
産産

１
年

内
償

還
予

定
地

方
債

資資
産産

合合
計計

　　
ＡＡ

現
金

預
金

負負
債債

・・
純純

資資
産産

合合
計計

　　
ＤＤ

　　
（（
ＢＢ

＋＋
ＣＣ

））

純純
資資

産産
　　

ＣＣ
　　

（（
ＡＡ

－－
ＢＢ

））
基

金
（
流

動
性

が
高

い
も

の
）

そ
の

他

△
 2

,5
5
0

△
 1

7

職
員

給
与

費

そ
の

他
（
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額
等

）
△

 1
7

物
件

費
（
委

託
料

、
使

用
料

・
貸

借
料

等
）

維
持

補
修

費
等

減
価

償
却

費
△

 4

△
 2

6
9

△
 2

,5
3
3

△
 2

,6
1
1

△
 1

2

△
 2

,5
3
8

△
 1

0
3

△
 2

,6
8
9

純純
行行

政政
ココ

スス
トト

　　
ＦＦ

（（
ＣＣ

++
ＤＤ

--
ＥＥ

））

純純
経経

常常
行行

政政
ココ

スス
トト

　　
ＣＣ

（（
AA

－－
ＢＢ

））

臨臨
時時

損損
失失

（
災

害
復

旧
事

業
費

等
）
　

ＤＤ

業
務

費
用

人
件

費

物
件

費
等

そ
の

他
の

業
務

費
用

（
支

払
利

息
等

）

移
転

費
用

補
助

金
等

（
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

等
）

そ
の

他

経経
常常

収収
益益

（
使

用
料

及
び

手
数

料
等

）
　

ＢＢ

令
和

3
年

度
増

減

（
単

位
：
億

円
）

金
　

　
額

臨臨
時時

利利
益益

　　
ＥＥ

経経
常常

費費
用用

　　
ＡＡ

令
和

4
年

度
科

　
　

　
目
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77
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

純
資
産
変
動
計
算
書

△
 1

9
,9

4
4

(注
) 

　
 (

 　
)書

は
地

方
交

付
税

の
振

替
財

源
で

あ
る

臨
時

財
政

対
策

債
を

、

　
　

 純
資

産
に

振
り

替
え

た
値

で
あ

る
。

国
等

補
助

金

税
収

等
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

財
源

　
Ｃ

本
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ｈ
（
Ａ

＋
Ｇ

）

本
年

度
差

額
　

Ｄ
（
Ｂ

＋
Ｃ

）

資
産

評
価

差
額

　
Ｅ

無
償

所
管

換
等

　
Ｆ

本
年

度
純

資
産

変
動

額
　

Ｇ
（
Ｄ

＋
Ｅ

＋
Ｆ

）

科
　

　
　

目

（
単

位
：
億

円
）

前
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ａ

金
　

額

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
　

Ｂ
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78
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

資
金
収
支
計
算
書

（
単

位
：
億

円
）

人
件

費
支

出

物
件

費
等

支
出

（
委

託
料

、
役

務
費

等
）

そ
の

他
の

支
出

(支
払

利
息

等
)

補
助

金
等

支
出

（
負

担
金

、
補

助
及

び
交

付
金

）

そ
の

他
の

支
出

△
 1

,1
0
5

税
収

等
収

入
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

科
　

　
　

目
金

　
　

額

【【
業業

務務
活活

動動
収収

支支
】】

(経
常

的
な

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
等

に
係

る
資

金
収

支
)

業
務

支
出

業
務

費
用

支
出

移
転

費
用

支
出

業
務

収
入

投
資

活
動

収
入

国
等

補
助

金
収

入

そ
の

他
の

収
入

臨
時

支
出

災
害

復
旧

事
業

費
支

出
等

臨
時

収
入

業業
務務

活活
動動

収収
支支

　　
ＡＡ

【【
投投

資資
活活

動動
収収

支支
】】

(固
定

資
産

の
取

得
や

売
却

、
貸

付
金

の
貸

付
や

回
収

等
に

係
る

資
金

収
支

)

投
資

活
動

支
出

公
共

施
設

等
整

備
費

支
出

貸
付

金
支

出

そ
の

他
の

支
出

本本
年年

度度
資資

金金
収収

支支
額額

　　
ＤＤ

（（
ＡＡ

＋＋
ＢＢ

＋＋
ＣＣ

））

国
等

補
助

金
収

入

基
金

取
崩

収
入

貸
付

金
元

金
回

収
収

入

そ
の

他
の

収
入

投投
資資

活活
動動

収収
支支

　　
ＢＢ

【【
財財

務務
活活

動動
収収

支支
】】

(地
方

債
の

発
行

や
償

還
に

係
る

資
金

収
支

)

財
務

活
動

支
出

地
方

債
償

還
支

出
等

財
務

活
動

収
入

地
方

債
発

行
収

入
等

財財
務務

活活
動動

収収
支支

　　
ＣＣ

本本
年年

度度
末末

現現
金金

預預
金金

残残
高高

　　
ＪＪ（（

ＦＦ
＋＋

ＩＩ））

(注
）
　

( 
 )

書
は

地
方

交
付

税
の

振
替

財
源

で
あ

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
、

　
　

　
地

方
交

付
税

と
同

様
に

業
務

活
動

収
支

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。

前前
年年

度度
末末

資資
金金

残残
高高

　　
ＥＥ

本本
年年

度度
末末

資資
金金

残残
高高

　　
ＦＦ

（（
ＤＤ

＋＋
ＥＥ

））

前前
年年

度度
末末

歳歳
計計

外外
現現

金金
残残

高高
　　

ＧＧ

本本
年年

度度
歳歳

計計
外外

現現
金金

増増
減減

額額
　　

ＨＨ

本本
年年

度度
末末

歳歳
計計

外外
現現

金金
残残

高高
　　

ＩＩ（（
ＧＧ

＋＋
ＨＨ

））
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79
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 ５
．
連
結
の
財
務
書
類
の
概
要

貸
借
対
照
表

（注
）

（
）書

は
、

負
債

計
上

さ
れ

て
い

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
純

資
産

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。
管

理
者

県
と

所
有

者
国

が
異

な
る

「指
定

区
間

外
の

国
道

」と
「河

川
等

」に
つ

い
て

は
資

産
と

し
て

計
上

し
て

い
な

い
。

計
上

さ
れ

て
い

な
い

「指
定

区
間

外
の

国
道

」と
「河

川
等

」の
令

和
４

年
度

末
資

産
残

高
は

１
兆

４
，

５
８

４
億

円
で

あ
る

。

 
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

△
 3

68

△
 5

9

△
 3

09

△
 3

△
 2

△
 4

71
（（

））
（（

））
（（

））

△
 5

74

△
 1

（（
））

（（
））

（（
））

（（
））

（（
））

（（
））

純純
資資

産産
　　

ＣＣ
　　

（（
ＡＡ

－－
ＢＢ

））

（
単

位
：
億

円
）

科
　

　
　

目
金

　
　

額
科

　
　

　
目

金
　

　
額

令
和

4
年

度
令

和
3
年

度
増

減
令

和
4
年

度
令

和
3
年

度
増

減

固固
定定

資資
産産

固固
定定

負負
債債

有有
形形

固固
定定

資資
産産

投投
資資

そそ
のの

他他
のの

資資
産産

１
年

内
償

還
予

定
地

方
債

投
資

及
び

出
資

金

△
 5

9

無無
形形

固固
定定

資資
産産

イ
ン

フ
ラ

資
産

（道
路

、
砂

防
等

）
そ

の
他

事
業

用
資

産
（
学

校
、

庁
舎

等
）
・
物

品
（
機

器
等

）

そ
の

他

長
期

貸
付

金

基
金

（流
動

性
が

低
い

も
の

）

負負
債債

・・
純純

資資
産産

合合
計計

　　
ＤＤ

　　
（（
ＢＢ

＋＋
ＣＣ

））

現
金

預
金

基
金

（
流

動
性

が
高

い
も

の
）

そ
の

他

負負
債債

合合
計計

　　
ＢＢ

流流
動動

資資
産産 資資

産産
合合

計計
　　

ＡＡ

そ
の

他

賞
与

等
引

当
金

繰繰
延延

資資
産産

△
 2

14

流流
動動

負負
債債

退
職

手
当

引
当

金

地
方

債
（
償

還
予

定
が

１
年

を
超

え
る

も
の

）

△
 2

,5
3
0

職
員

給
与

費

そ
の

他
（
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額
等

）
△

 1
7

物
件

費
（
委

託
料

、
使

用
料

・貸
借

料
等

）

維
持

補
修

費

減
価

償
却

費
△

 5

そ
の

他
△

 2
5

△
 2

6
6

△
 2

,5
4
0

△
 2

,6
1
8

△
 2

,5
4
3

△
 2

4
9

△
 9

4

△
 2

,6
9
8

純純
行行

政政
ココ

スス
トト

　　
ＦＦ

（（
ＣＣ

++
ＤＤ

--
ＥＥ

））

純純
経経

常常
行行

政政
ココ

スス
トト

　　
ＣＣ

（（
AA

－－
ＢＢ

））

臨臨
時時

損損
失失

（
災

害
復

旧
事

業
費

等
）
　

ＤＤ

移
転

費
用

補
助

金
等

（
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

等
）

そ
の

他

経経
常常

収収
益益

（
使

用
料

及
び

手
数

料
等

）
　

ＢＢ

臨臨
時時

利利
益益

　　
ＥＥ

経経
常常

費費
用用

　　
ＡＡ

業
務

費
用

人
件

費

物
件

費
等

そ
の

他
の

業
務

費
用

（
支

払
利

息
等

）

（
単

位
：
億

円
）

科
　

　
　

目
金

　
　

額

令
和

4
年

度
令

和
3
年

度
増

減
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80
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

純
資
産
変
動
計
算
書

 
 

 

（
）

△
 1

9
,9

7
2

△
 2

（
）

（
）

(注
) 

　
 (

 　
)書

は
地

方
交

付
税

の
振

替
財

源
で

あ
る

臨
時

財
政

対
策

債
を

、

　
　

 純
資

産
に

振
り

替
え

た
値

で
あ

る
。

本
年

度
純

資
産

変
動

額
　

Ｇ
（
Ｄ

＋
Ｅ

＋
Ｆ

）

本
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ｈ
（
Ａ

＋
Ｇ

）

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
　

Ｂ

税
収

等
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

国
等

補
助

金

本
年

度
差

額
　

Ｄ
（
Ｂ

＋
Ｃ

）

資
産

評
価

差
額

　
Ｅ

無
償

所
管

換
等

　
Ｆ

（
単

位
：
億

円
）

科
　

　
　

目
金

　
額

前
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ａ

財
源

　
Ｃ

80



81
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

Ⅱ
財
務
書
類
４
表

１
．
一
般
会
計
等
の
財
務
書
類

貸
借
対
照
表

（
令
和

年
月

日
現

在
）

（注
）表
示
単
位
未
満
を
四
捨
五
入
し
て
お
り
、
単
位
未
満
に
金
額
が
あ
る
場
合
は
「
」、
金
額
が
な
い
場
合
は
「
」と
表
示
し
て
い
る
。
ま

た
、
積
上
げ
と
合
計
が
一
致
し
な
い
箇
所
が
あ
る
。
以
下
に
掲
げ
る
財
務
書
類

表
に
お
い
て
同
じ
。

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

金
額

科
目

金
額

【
資

産
の

部
】

【
負

債
の

部
】

 
 
固

定
資

産
 
 
固

定
負

債

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
 
 
 
 
地

方
債

 
 
 
 
 
 
事

業
用

資
産

 
 
 
 
長

期
未

払
金

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
 
 
 
 
退

職
手

当
引

当
金

 
 
 
 
 
 
 
 
立

木
竹

 
 
 
 
損

失
補

償
等

引
当

金

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
5
0
5
,
3
4
9

 
 
流

動
負

債

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

 
 
 
 
１

年
内

償
還

予
定

地
方

債

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
8
8
,
0
7
2

 
 
 
 
未

払
金

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
 
 
 
 
未

払
費

用

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
減

価
償

却
累

計
額

△
 
3
,
5
4
0

 
 
 
 
前

受
金

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

 
 
 
 
前

受
収

益

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

減
価

償
却

累
計

額
△

 
1
,
1
0
8

 
 
 
 
賞

与
等

引
当

金

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

 
 
 
 
預

り
金

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

減
価

償
却

累
計

額
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

負
債

合
計

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額
【

純
資

産
の

部
】

 
 
 
 
 
 
 
 
建

設
仮

勘
定

 
 
固

定
資

産
等

形
成

分

 
 
 
 
 
 
イ

ン
フ

ラ
資

産
 
 
余

剰
分

（
不

足
分

）
△

 
4
,
7
1
9
,
1
5
5

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
8
,
6
8
3

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
2
,
1
7
8
,
2
6
9

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

設
仮

勘
定

 
 
 
 
 
 
物

品

 
 
 
 
 
 
物

品
減

価
償

却
累

計
額

△
 
7
,
7
4
6

 
 
 
 
無

形
固

定
資

産

 
 
 
 
 
 
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
投

資
そ

の
他

の
資

産

 
 
 
 
 
 
投

資
及

び
出

資
金

 
 
 
 
 
 
 
 
有

価
証

券

 
 
 
 
 
 
 
 
出

資
金

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
投

資
損

失
引

当
金

△
 
1
0
,
3
4
1

 
 
 
 
 
 
長

期
延

滞
債

権

 
 
 
 
 
 
長

期
貸

付
金

 
 
 
 
 
 
基

金

 
 
 
 
 
 
 
 
減

債
基

金

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

△
 
5
5
9

 
 
流

動
資

産

 
 
 
 
現

金
預

金

 
 
 
 
未

収
金

 
 
 
 
短

期
貸

付
金

 
 
 
 
基

金

 
 
 
 
 
 
財

政
調

整
基

金

 
 
 
 
 
 
減

債
基

金

 
 
 
 
棚

卸
資

産

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

△
 
3
8
2

純
資

産
合

計

資
産

合
計

負
債

及
び

純
資

産
合

計
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82
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

自
令
和

年
月

日

至
令
和

年
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

 
 
経

常
費

用

 
 
 
 
業

務
費

用

 
 
 
 
 
 
人

件
費

 
 
 
 
 
 
 
 
職

員
給

与
費

 
 
 
 
 
 
 
 
賞

与
等

引
当

金
繰

入
額

 
 
 
 
 
 
 
 
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
物

件
費

等

 
 
 
 
 
 
 
 
物

件
費

 
 
 
 
 
 
 
 
維

持
補

修
費

 
 
 
 
 
 
 
 
減

価
償

却
費

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
業

務
費

用

 
 
 
 
 
 
 
 
支

払
利

息

 
 
 
 
 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
移

転
費

用

 
 
 
 
 
 
補

助
金

等

 
 
 
 
 
 
社

会
保

障
給

付

 
 
 
 
 
 
他

会
計

へ
の

繰
出

金

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
経

常
収

益

 
 
 
 
使

用
料

及
び

手
数

料

 
 
 
 
そ

の
他

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

 
 
臨

時
損

失

 
 
 
 
災

害
復

旧
事

業
費

 
 
 
 
資

産
除

売
却

損

 
 
 
 
投

資
損

失
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
損

失
補

償
等

引
当

金
繰

入
額

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
臨

時
利

益

 
 
 
 
資

産
売

却
益

 
 
 
 
そ

の
他

純
行

政
コ

ス
ト

金
額
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83
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

純
資
産
変
動
計
算
書

自
令
和

年
月

日

至
令
和

年
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

固
定

資
産

 
等

形
成

分
余

剰
分

 
(
不

足
分

)

前
年

度
末

純
資

産
残

高
△

 
4
,
6
8
4
,
3
0
4

 
 
純

行
政

コ
ス

ト
（

△
）

△
 
1
,
5
5
7
,
9
8
0

△
 
1
,
5
5
7
,
9
8
0

 
 
財

源

 
 
 
 
税

収
等

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金

 
 
本

年
度

差
額

 
 
固

定
資

産
等

の
変

動
（

内
部

変
動

）
△

 
4
4
,
8
5
0

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
等

の
増

加
△

 
6
3
,
3
3
0

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
等

の
減

少
△

 
9
3
,
5
8
3

 
 
 
 
貸

付
金

・
基

金
等

の
増

加
△

 
5
3
5
,
8
7
7

 
 
 
 
貸

付
金

・
基

金
等

の
減

少
△

 
4
6
0
,
7
7
3

 
 
資

産
評

価
差

額

 
 
無

償
所

管
換

等

 
 
そ

の
他

△
 
4
,
5
8
8

 
 
本

年
度

純
資

産
変

動
額

△
 
3
4
,
8
5
1

本
年

度
末

純
資

産
残

高
△

 
4
,
7
1
9
,
1
5
5

科
目

合
計
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84
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

資
金
収
支
計
算
書

自
令
和

年
月

日

至
令
和

年
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

【
業

務
活

動
収

支
】

 
 
業

務
支

出

 
 
 
 
業

務
費

用
支

出

 
 
 
 
 
 
人

件
費

支
出

 
 
 
 
 
 
物

件
費

等
支

出

 
 
 
 
 
 
支

払
利

息
支

出

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
 
 
移

転
費

用
支

出

 
 
 
 
 
 
補

助
金

等
支

出

 
 
 
 
 
 
社

会
保

障
給

付
支

出

 
 
 
 
 
 
他

会
計

へ
の

繰
出

支
出

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
業

務
収

入

 
 
 
 
税

収
等

収
入

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金
収

入

 
 
 
 
使

用
料

及
び

手
数

料
収

入

 
 
 
 
そ

の
他

の
収

入

 
 
臨

時
支

出

 
 
 
 
災

害
復

旧
事

業
費

支
出

 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
臨

時
収

入

業
務

活
動

収
支

【
投

資
活

動
収

支
】

 
 
投

資
活

動
支

出

 
 
 
 
公

共
施

設
等

整
備

費
支

出

 
 
 
 
基

金
積

立
金

支
出

 
 
 
 
投

資
及

び
出

資
金

支
出

 
 
 
 
貸

付
金

支
出

 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
投

資
活

動
収

入

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金
収

入

 
 
 
 
基

金
取

崩
収

入

 
 
 
 
貸

付
金

元
金

回
収

収
入

 
 
 
 
資

産
売

却
収

入

 
 
 
 
そ

の
他

の
収

入

投
資

活
動

収
支

【
財

務
活

動
収

支
】

 
 
財

務
活

動
支

出

 
 
 
 
地

方
債

償
還

支
出

 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
財

務
活

動
収

入

 
 
 
 
地

方
債

発
行

収
入

 
 
 
 
そ

の
他

の
収

入

財
務

活
動

収
支

本
年

度
資

金
収

支
額

前
年

度
末

資
金

残
高

本
年

度
末

資
金

残
高

前
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高

本
年

度
歳

計
外

現
金

増
減

額

本
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高

本
年

度
末

現
金

預
金

残
高

金
額

△
 
1
0
7
,
2
9
7

△
 
6
8
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85
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 ２
．
県
全
体
の
財
務
書
類

貸
借
対
照
表

（
令
和

年
月

日
現

在
）

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

金
額

科
目

金
額

【
資

産
の

部
】

【
負

債
の

部
】

 
 
固

定
資

産
 
 
固

定
負

債

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
 
 
 
 
地

方
債

等

 
 
 
 
 
 
事

業
用

資
産

 
 
 
 
長

期
未

払
金

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
 
 
 
 
退

職
手

当
引

当
金

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
損

失
補

償
等

引
当

金

 
 
 
 
 
 
 
 
立

木
竹

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
立

木
竹

減
損

損
失

累
計

額
 
 
流

動
負

債

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
 
 
 
 
１

年
内

償
還

予
定

地
方

債
等

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
5
1
0
,
9
7
0

 
 
 
 
未

払
金

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
未

払
費

用

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

 
 
 
 
前

受
金

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
8
8
,
3
9
8

 
 
 
 
前

受
収

益

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
損

損
失

累
計

額
 
 
 
 
賞

与
等

引
当

金

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
 
 
 
 
預

り
金

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
減

価
償

却
累

計
額

△
 
3
,
5
4
0

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
減

損
損

失
累

計
額

負
債

合
計

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

【
純

資
産

の
部

】

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

減
価

償
却

累
計

額
△

 
1
,
1
1
8

 
 
固

定
資

産
等

形
成

分

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

減
損

損
失

累
計

額
 
 
余

剰
分

（
不

足
分

）
△

 
4
,
9
2
5
,
1
7
7

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

 
 
他

団
体

出
資

等
分

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

減
価

償
却

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

設
仮

勘
定

 
 
 
 
 
 
イ

ン
フ

ラ
資

産

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
1
1
,
0
4
7

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
2
,
2
2
5
,
0
2
9

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額
△

 
7
,
5
9
9

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

設
仮

勘
定

 
 
 
 
 
 
物

品

 
 
 
 
 
 
物

品
減

価
償

却
累

計
額

△
 
8
,
7
5
2

 
 
 
 
 
 
物

品
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
無

形
固

定
資

産

 
 
 
 
 
 
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
投

資
そ

の
他

の
資

産

 
 
 
 
 
 
投

資
及

び
出

資
金

 
 
 
 
 
 
 
 
有

価
証

券

 
 
 
 
 
 
 
 
出

資
金

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
投

資
損

失
引

当
金

△
 
1
0
,
3
4
0

 
 
 
 
 
 
長

期
延

滞
債

権

 
 
 
 
 
 
長

期
貸

付
金

 
 
 
 
 
 
基

金

 
 
 
 
 
 
 
 
減

債
基

金

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

△
 
5
5
9

 
 
流

動
資

産

 
 
 
 
現

金
預

金

 
 
 
 
未

収
金

 
 
 
 
短

期
貸

付
金

 
 
 
 
基

金

 
 
 
 
 
 
財

政
調

整
基

金

 
 
 
 
 
 
減

債
基

金

 
 
 
 
棚

卸
資

産

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

△
 
4
2
5

 
 
繰

延
資

産
純

資
産

合
計

資
産

合
計

負
債

及
び

純
資

産
合

計
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86
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

自
令
和

年
月

日

至
令
和

年
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

 
 
経

常
費

用

 
 
 
 
業

務
費

用

 
 
 
 
 
 
人

件
費

 
 
 
 
 
 
 
 
職

員
給

与
費

 
 
 
 
 
 
 
 
賞

与
等

引
当

金
繰

入
額

 
 
 
 
 
 
 
 
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
物

件
費

等

 
 
 
 
 
 
 
 
物

件
費

 
 
 
 
 
 
 
 
維

持
補

修
費

 
 
 
 
 
 
 
 
減

価
償

却
費

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
業

務
費

用

 
 
 
 
 
 
 
 
支

払
利

息

 
 
 
 
 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
移

転
費

用

 
 
 
 
 
 
補

助
金

等

 
 
 
 
 
 
社

会
保

障
給

付

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
経

常
収

益

 
 
 
 
使

用
料

及
び

手
数

料

 
 
 
 
そ

の
他

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

 
 
臨

時
損

失

 
 
 
 
災

害
復

旧
事

業
費

 
 
 
 
資

産
除

売
却

損

 
 
 
 
損

失
補

償
等

引
当

金
繰

入
額

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
臨

時
利

益

 
 
 
 
資

産
売

却
益

 
 
 
 
そ

の
他

純
行

政
コ

ス
ト

金
額
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87
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

純
資
産
変
動
計
算
書

自
令
和

年
月

日

至
令
和

年
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

固
定

資
産

 
等

形
成

分
余

剰
分

 
(
不

足
分

)

前
年

度
末

純
資

産
残

高
△

 
4
,
8
9
5
,
4
2
9

 
 
純

行
政

コ
ス

ト
（

△
）

△
 
1
,
9
9
4
,
4
1
0

△
 
1
,
9
9
4
,
4
1
0

 
 
財

源

 
 
 
 
税

収
等

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金

 
 
本

年
度

差
額

 
 
固

定
資

産
等

の
変

動
（

内
部

変
動

）
△

 
4
0
,
1
4
5

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
等

の
増

加
△

 
6
9
,
3
6
0

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
等

の
減

少
△

 
1
0
4
,
3
2
1

 
 
 
 
貸

付
金

・
基

金
等

の
増

加
△

 
5
3
5
,
8
7
9

 
 
 
 
貸

付
金

・
基

金
等

の
減

少
△

 
4
6
0
,
7
7
3

 
 
資

産
評

価
差

額

 
 
無

償
所

管
換

等

 
 
そ

の
他

△
 
7
1
9

△
 
5
,
5
1
1

 
 
本

年
度

純
資

産
変

動
額

△
 
2
9
,
7
4
8

本
年

度
末

純
資

産
残

高
△

 
4
,
9
2
5
,
1
7
7

科
目

合
計
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88
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

資
金
収
支
計
算
書

自
令
和

年
月

日

至
令
和

年
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

【
業

務
活

動
収

支
】

 
 
業

務
支

出

 
 
 
 
業

務
費

用
支

出

 
 
 
 
 
 
人

件
費

支
出

 
 
 
 
 
 
物

件
費

等
支

出

 
 
 
 
 
 
支

払
利

息
支

出

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
 
 
移

転
費

用
支

出

 
 
 
 
 
 
補

助
金

等
支

出

 
 
 
 
 
 
社

会
保

障
給

付
支

出

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
業

務
収

入

 
 
 
 
税

収
等

収
入

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金
収

入

 
 
 
 
使

用
料

及
び

手
数

料
収

入

 
 
 
 
そ

の
他

の
収

入

 
 
臨

時
支

出

 
 
 
 
災

害
復

旧
事

業
費

支
出

 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
臨

時
収

入

業
務

活
動

収
支

【
投

資
活

動
収

支
】

 
 
投

資
活

動
支

出

 
 
 
 
公

共
施

設
等

整
備

費
支

出

 
 
 
 
基

金
積

立
金

支
出

 
 
 
 
投

資
及

び
出

資
金

支
出

 
 
 
 
貸

付
金

支
出

 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
投

資
活

動
収

入

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金
収

入

 
 
 
 
基

金
取

崩
収

入

 
 
 
 
貸

付
金

元
金

回
収

収
入

 
 
 
 
資

産
売

却
収

入

 
 
 
 
そ

の
他

の
収

入

投
資

活
動

収
支

【
財

務
活

動
収

支
】

 
 
財

務
活

動
支

出

 
 
 
 
地

方
債

等
償

還
支

出

 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
財

務
活

動
収

入

 
 
 
 
地

方
債

等
発

行
収

入

 
 
 
 
そ

の
他

の
収

入

財
務

活
動

収
支

本
年

度
資

金
収

支
額

前
年

度
末

資
金

残
高

比
例

連
結

割
合

変
更

に
伴

う
差

額

本
年

度
末

資
金

残
高

前
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高

本
年

度
歳

計
外

現
金

増
減

額

本
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高

本
年

度
末

現
金

預
金

残
高

金
額

△
 
1
1
0
,
5
1
3

△
 
6
8
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89
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 ３
．
連
結
の
財
務
書
類

貸
借
対
照
表

（
令
和

年
月

日
現

在
）

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

金
額

科
目

金
額

【
資

産
の

部
】

【
負

債
の

部
】

 
 
固

定
資

産
 
 
固

定
負

債

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
 
 
 
 
地

方
債

等

 
 
 
 
 
 
事

業
用

資
産

 
 
 
 
長

期
未

払
金

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
 
 
 
 
退

職
手

当
引

当
金

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
損

失
補

償
等

引
当

金

 
 
 
 
 
 
 
 
立

木
竹

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
立

木
竹

減
損

損
失

累
計

額
 
 
流

動
負

債

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
 
 
 
 
１

年
内

償
還

予
定

地
方

債
等

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
5
5
9
,
5
0
0

 
 
 
 
未

払
金

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

損
損

失
累

計
額

△
 
5
6
1

 
 
 
 
未

払
費

用

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

 
 
 
 
前

受
金

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
9
0
,
3
3
8

 
 
 
 
前

受
収

益

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
損

損
失

累
計

額
 
 
 
 
賞

与
等

引
当

金

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
 
 
 
 
預

り
金

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
減

価
償

却
累

計
額

△
 
3
,
5
4
0

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
減

損
損

失
累

計
額

負
債

合
計

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

【
純

資
産

の
部

】

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

減
価

償
却

累
計

額
△

 
1
,
1
1
8

 
 
固

定
資

産
等

形
成

分

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

減
損

損
失

累
計

額
 
 
余

剰
分

（
不

足
分

）
△

 
6
,
1
6
9
,
1
2
9

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

 
 
他

団
体

出
資

等
分

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

減
価

償
却

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額
△

 
5
0
7

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

設
仮

勘
定

 
 
 
 
 
 
イ

ン
フ

ラ
資

産

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
1
1
,
0
4
7

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
2
,
2
2
5
,
0
2
9

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額
△

 
7
,
5
9
9

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

設
仮

勘
定

 
 
 
 
 
 
物

品

 
 
 
 
 
 
物

品
減

価
償

却
累

計
額

△
 
1
5
,
0
6
2

 
 
 
 
 
 
物

品
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
無

形
固

定
資

産

 
 
 
 
 
 
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
投

資
そ

の
他

の
資

産

 
 
 
 
 
 
投

資
及

び
出

資
金

 
 
 
 
 
 
 
 
有

価
証

券

 
 
 
 
 
 
 
 
出

資
金

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
長

期
延

滞
債

権

 
 
 
 
 
 
長

期
貸

付
金

 
 
 
 
 
 
基

金

 
 
 
 
 
 
 
 
減

債
基

金

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

△
 
3
,
7
5
7

 
 
流

動
資

産

 
 
 
 
現

金
預

金

 
 
 
 
未

収
金

 
 
 
 
短

期
貸

付
金

 
 
 
 
基

金

 
 
 
 
 
 
財

政
調

整
基

金

 
 
 
 
 
 
減

債
基

金

 
 
 
 
棚

卸
資

産

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

△
 
4
6
9

 
 
繰

延
資

産
純

資
産

合
計

資
産

合
計

負
債

及
び

純
資

産
合

計
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90
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

自
令
和

年
月

日

至
令
和

年
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

 
 
経

常
費

用

 
 
 
 
業

務
費

用

 
 
 
 
 
 
人

件
費

 
 
 
 
 
 
 
 
職

員
給

与
費

 
 
 
 
 
 
 
 
賞

与
等

引
当

金
繰

入
額

 
 
 
 
 
 
 
 
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
物

件
費

等

 
 
 
 
 
 
 
 
物

件
費

 
 
 
 
 
 
 
 
維

持
補

修
費

 
 
 
 
 
 
 
 
減

価
償

却
費

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
業

務
費

用

 
 
 
 
 
 
 
 
支

払
利

息

 
 
 
 
 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
移

転
費

用

 
 
 
 
 
 
補

助
金

等

 
 
 
 
 
 
社

会
保

障
給

付

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
経

常
収

益

 
 
 
 
使

用
料

及
び

手
数

料

 
 
 
 
そ

の
他

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

 
 
臨

時
損

失

 
 
 
 
災

害
復

旧
事

業
費

 
 
 
 
資

産
除

売
却

損

 
 
 
 
損

失
補

償
等

引
当

金
繰

入
額

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
臨

時
利

益

 
 
 
 
資

産
売

却
益

 
 
 
 
そ

の
他

純
行

政
コ

ス
ト

金
額
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91
令
和
５
年
12
月
20
日
　
水
曜
日

号
外
①

 
 

純
資
産
変
動
計
算
書

自
令
和

年
月

日

至
令
和

年
月

日

 

（
単

位
：

百
万

円
）

固
定

資
産

 
等

形
成

分
余

剰
分

 
(
不

足
分

)
他

団
体

出
資

等
分

前
年

度
末

純
資

産
残

高
△

 
6
,
1
2
7
,
6
0
6

 
 
純

行
政

コ
ス

ト
（

△
）

△
 
1
,
9
9
7
,
2
4
8

△
 
1
,
9
9
6
,
3
1
3

△
 
9
3
5

 
 
財

源

 
 
 
 
税

収
等

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金

 
 
本

年
度

差
額

 
 
固

定
資

産
等

の
変

動
（

内
部

変
動

）

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
等

の
増

加

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
等

の
減

少

 
 
 
 
貸

付
金

・
基

金
等

の
増

加

 
 
 
 
貸

付
金

・
基

金
等

の
減

少

 
 
資

産
評

価
差

額
△

 
2
1
2

△
 
2
1
2

 
 
無

償
所

管
換

等

 
 
他

団
体

出
資

等
分

の
増

加
△

 
1
6
4

 
 
他

団
体

出
資

等
分

の
減

少
△

 
1
,
1
6
8

 
 
比

例
連

結
割

合
変

更
に

伴
う

差
額

 
 
そ

の
他

△
 
1
,
4
8
0

 
 
本

年
度

純
資

産
変

動
額

△
 
4
1
,
5
2
3

△
 
8
3
4

本
年

度
末

純
資

産
残

高
△

 
6
,
1
6
9
,
1
2
9

科
目

合
計
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